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第一章 東北地域におけるＩＣＴ分野の基本データ 

 
第１節 東北地域における情報通信インフラの整備状況 

 
１ インフラの整備状況 
   
(1) 光ファイバの整備状況 

光ファイバはデータを伝える速度が速く、一度に送れるデータ量も多い。また、信号の

損失も少ないため、長距離伝送が可能である。 

このため、光ファイバ網はＩＣＴインフラの中核をなすものであり、地域住民のインター

ネット利用に留まらず、企業・産業の様々な生産活動、医療・福祉・教育といった公共サー

ビスやアプリケーションを遠隔で提供するインフラともなっている。 

また、光ファイバ網は、携帯電話ネットワークの基地局等のエントランス回線として重要

な伝送路となっており、今後の５Ｇ等の次世代無線通信網の整備においても重要な役割

を果たすことになる。 

全国の光ファイバの整備率（世帯カバー率）は、令和 2 年度末時点で 99.3％（未整備世

帯：39 万世帯）となっている。 

東北地域の光ファイバの整備率については、青森県 99.6％（未整備世帯： 約 2 千世

帯）、岩手県 97.6％約（未整備世帯： 約 1 万 3 千世帯）、宮城県 99.8％（未整備世帯： 

約 2 千世帯）、秋田県 98.2％（未整備世帯： 約 8 千世帯）、山形県 99.7％（未整備世帯： 

約 1 千世帯）、福島県 99.4％（未整備世帯： 約 4 千世帯）となっている。 

 

(2) 携帯電話エリアの整備状況 

令和 2 年度末の「携帯電話サービスのエリア整備に関する調査」における携帯電

話エリア外地域は、携帯電話等エリア整備事業とあわせ各携帯電話事業者の自主整

備により、令和元年度末と比較して改善が見られている。 
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① 携帯電話等エリア整備事業 

令和 2 年度からの携帯電話等エリア整備事業については、エリア外地域のうち

非居住地域（道路、火山、登山道、自然公園等）を対象としている。 

令和 3 年度の携帯電話等エリア整備事業の基地局整備としては、東北管内にお

いて 9事業（令和 2年度からの繰越含む。）を実施した。 

 

② 電波遮へい対策事業 

道路トンネルの電波遮へい対策事業においては、令和 3 年度内に国道 45 号線

（三陸沿岸道路）「久慈長内トンネル」、「新唐桑トンネル」の 2 事業を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※住民からのエリア化希望なし地区を除く。 

（％） 
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(3) ５Ｇエリアの整備状況 

携帯電話事業者における５Ｇ基地局の免許等局数推移は下図のとおりであり、令和 3

年度の一年間で 3,351 局の増となっている。 

 

また、４G 用周波数の５G 化に関する技術基準が令和 2 年 8 月に制度化され、４G 用周

波数を用いる既設の基地局において５G の通信方式を利用することが可能になった。東

北管内では同年 12 月から基地局整備が行われ、令和 3 年度末の免許等局数は、約

3,300 局となっている。 

なお、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」においては令和５年度末までに、５G

基地局を全国で 28 万局整備する計画とされている（令和 3 年度末現在全国整備数：約

5.8 万局)。 

 

(4) 防災関連無線局の現況 

県や市町村が整備・運営する防災行政無線は、災害発生時における地域住民への情

報伝達と的確な避難誘導の手段として重要な役割を担っている。 

各市町村において、無線の使用実態や地形環境、各地域の無線システムの整備状況

などを踏まえ、様々な形態（Ｌアラート(災害情報共有システム)、Ｊアラート、緊急速報メー

ル、コミュニティＦＭ、エリア放送、ＭＣＡ無線など）による情報伝達手段を導入している。 

 

① 市町村防災行政用無線の整備率 

令和 3 年度末時点における東北管内の市町村防災行政用同報系又は移動系無線局

の整備市町村は 200 市町村であり、整備率は 88.1％となっている。 

前年度より 2.7 ポイント減であるが、これは、移動系においてデジタル簡易無線やＩＰ無

線に移行した市町村があったためである。 
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② 同報系防災行政用無線のデジタル化 

デジタル方式の新規整備やアナログ方式からデジタル方式への移行が進められおり、

デジタル化率は令和 2 年度から 0.8 ポイントアップし、70.0％となった。引き続き全国平均

（69.5％）を上回る状況である。 

 

③ 移動系防災行政用無線のデジタル化 

同報系と同様に、デジタル方式の整備が進められており、デジタル化率は令和 2 年度

から 1.8 ポイントアップし、41.0％となった。こちらも全国平均（30.1％）を上回っている。 

 

(5) 学校における ICT 環境の整備状況 

 「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省）

では全国の公立学校（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特

別支援学校）におけるＩＣＴ環境の整備状況や教員のＩＣＴ活用指導力などについて調査を

行い、その結果を公表している。当該調査結果を元に、東北地域の学校におけるＩＣＴ環

境整備の状況を示す。 
  

① 教育用コンピュータ 1 台当たりの児童生徒数 

教育用コンピュータ 1 台当たりの児童生徒数は、全国平均では 1.4 人/台であった。 
東北地域については、宮城県 1.0 人/台（全国 6 位）、秋田県 1.1 人/台（同 13 位）、青

森県 1.4 人/台（同 25 位）、山形県 1.5 人/台（同 29 位）、福島県 1.5 人/台（同 32 位）、

岩手県 2.9 人/台（同 47 位）であった。 
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             児童用コンピュータ 1 台当たりの児童生徒数（全国平均） 

            ※ 「教育用コンピュータ」とは、主として教育用に利用しているコンピュータのことをいう。教職員が主として

学務用に利用しているコンピュータ（校務用コンピュータ）は含まない。 

      （出典）「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省） 

 

 

都道府県別児童用コンピュータ 1 台当たりの児童生徒数 

（出典）「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省） 
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② 普通教室の無線ＬＡＮ整備率 
普通教室の無線ＬＡＮ整備率は、全国平均では 78.9％であった。 

東北地域については、宮城県 87.4％（全国 13 位）、山形県 85.1％（同 18 位）、 

秋田県 77.3％（同 27 位）、福島県 70.9％（同 39 位）、青森県 67.9％（同 40 位）、岩手県

58.0％（同 45 位）であった。 

 

普通教室の無線ＬＡＮ整備率（全国平均） 

 
       ※ 普通教室の無線ＬＡＮ整備率は、無線ＬＡＮを整備している普通教室の総数を普通教室の総数で除して算出した

値である。 
※ 普通教室の校内ＬＡＮ整備率は、校内ＬＡＮを整備している普通教室の総数を普通教室の総数で除して算出した

値である。 

（出典）「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省） 
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都道府県別普通教室の無線ＬＡＮ整備率 
（出典）「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省） 

 
③ インターネット接続率 

インターネット接続率（30Mbps 以上）は、全国平均では 98.2％であった。 
東北地域については、岩手県 99.6％（全国 16 位）、山形県 99.5％（同 20 位）、 

福島県 99.3％（同 23 位）、秋田県 98.4％（同 30 位）、青森県 97.8％（同 35 位）、宮城

県 95.1％（同 42 位）であった。 

また、100Mbps 以上のインターネット接続率は、全国平均では 88.8％であった。 

東北地域については、青森県 93.8％（全国 18 位）、山形県 92.7％（同 20 位）、 

福島県 92.6％（同 21 位）、宮城県 88.2％（同 27 位）、秋田県 86.8（同 31 位）、岩手県

85.6％（同 33 位）であった。 
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インターネット接続率（全国平均） 

 
※ インターネット接続率（30Mbps 以上）は、インターネット接続(30Mbps 以上)を整備している学校の総数を、学校

の総数で除して算出した値である。 
※ インターネット接続率（100Mbps 以上）は、インターネット接続(100Mbps 以上)を整備している学校の総数を、学

校の総数で除して算出した値である。 

（出典）「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省） 

 
都道府県別インターネット接続率（30Mbps 以上） 
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都道府県別インターネット接続率（100Mbps 以上） 

（出典）「令和 2 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」（文部科学省） 

 

２ 情報通信サービスの契約者数 

 

（1） 固定通信契約数 

固定系ブロードバンドの契約数は、令和 3 年度末において、全国で 4 億 3,832 万件に

達し、前年度末から約 1,151 万件増加（対前年度比 2.6％増）している。 

  

東北管内では、ＦＴＴＨ（Fiber To The Home）アクセスサービスの契約数（令和 3 年度末）

は、約 230 万件（対前年度比 4.4％増）となっている。 

また、ＣＡＴＶアクセスサービスの契約数（令和 3 年度末）は、約 11 万件（対前年度比

3.3％減）となっている。 

 
 
         固定系ブロードバンドの契約数                  （単位：件） 

 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

全国 41,202,495 (+2.4%) 42,681,468 (+3.6%) 43,832,443 (+2.6%) 

東北 2,234,294(-1.5%) 2,409,713 (+7.8%) 2,471,831 (+2.6%) 

（カッコ内は、対前年度比） 
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（2） 東北管内の固定系アクセスサービスごとの契約数 

 
 
      
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
東北管内（都道府県別）のＦＴＴＨアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

青森県 273,762(+5.3%) 287,693(+5.1%) 300,496(+1.0%) 

岩手県 288,495(+5.5%) 303,194(+5.1%) 319,481 (+5.4%) 

宮城県 590,899(+3.6%) 621,633(+5.2%) 649,915(+4.5%) 

秋田県 225,002(+5.2%) 236,665(+5.2%) 246,718(+4.3%) 

山形県 251,650(+3.0%) 260,678(+3.6%) 268,592(+3.0%) 

福島県 475,222(+3.5%) 497,066(+4.6%) 518,991(+4.4%) 

合 計 2,105,030(+4.2%) 2,206,929 (+4.8%) 2,3041,93(+4.4%) 

（参考）全国 33,089,591(+4.5%) 35,020,607(+5.8%) 36,669,874(+4.7%) 

   （カッコ内は、対前年度比） 
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東北管内（都道府県別）のＤＳＬアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

青森県 15,935(▲22.8%) 12,590(▲21.0%) 8,180(▲35.0%) 

岩手県 15,915(▲22.5%) 12,730(▲20.0%) 9,013(▲29.2%) 

宮城県 22,831(▲18.9%) 17,671(▲22.6%) 10,368(▲41.3%) 

秋田県 11,317(▲22.9%) 8,550(▲24.4%) 5,398(▲36.9%) 

山形県 11,006(▲23.6%) 8,033(▲27.0%) 5,419(▲32.5%) 

福島県 20,429(▲19.3%) 16,386(▲19.8%) 16,386(▲19.8%) 

合 計 97,433(▲21.3%) 75,960(▲22.0%) 45,859(▲40.0%) 

（参考）全国 1,729,646(▲19.4%) 1,073,135(▲38.1%) 689,816(▲35.7%) 

   （カッコ内は、対前年度比） 
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東北管内（都道府県別）のＣＡＴＶアクセスサービスの契約数    （単位：件） 

 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

青森県 10,236(▲12.1%) 8,885(▲13.2%) 8,111(▲8.7%) 

岩手県 9,033(▲1.5%) 8,914(▲1.3%) 5,498(▲38.3%) 

宮城県 74,296(+1.9%) 76,466(+2.9%) 76,957(+0.6%) 

秋田県 9,847(▲31.9%) 7,410(▲24.7%) 5,138(▲30.7%) 

山形県 16,476(+5.8%) 17,465(+6.0%) 18,305(+4.8%) 

福島県 1,841(+131.9%) 2,595(+41.0%) 3,693(+42.3%) 

合 計 121,729(▲2.3%) 121,735(±0.0%)  117,702(▲3.3%) 

（参考）全国 6,834,751(▲0.6%) 6,710,598(▲1.8%) 6,469,642(▲3.5%) 

   （カッコ内は、対前年度比） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第一章〉 

第一章 東北地域におけるＩＣＴ分野の基本データ  13 
 

 
 
 
 
 
 

東北管内（都道府県別）のＦＷＡアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

青森県 0( - ) 0( - ) 0( - ) 

岩手県 51(▲8.9%) 35(▲31.4%) 26(▲25.7%) 

宮城県 16(±0%) 18(+12.5%) 17(▲5.6%) 

秋田県 0( - ) 0( - ) 0( - ) 

山形県 0( - ) 0( - ) 0( - ) 

福島県 35(▲10.3%) 36(+2.9%) 34(+5.6%) 

合 計 102(▲8.1%) 89(▲12.7%) 77(▲13.5%) 

（参考）全国 4,343(▲5.1%) 3,549(▲18.3%) 3,111(▲12.3%) 

   （カッコ内は対前年度比） 
ＦＷＡとは、固定された利用者端末を無線でネットワークに接続するアクセスサービス。 

 
(3) 移動通信契約者数   

移動通信は、通信料金の低廉化やＭＶＮＯの普及が進んだこともあり、その契約数は

日本の総人口を上回っている。携帯電話･BWA 等の移動通信全体の契約数は令和 3 年

度末で全国 2 億 7,838 万件(対前年度比 10.3％増)、一方、東北管内では 1,310 万件（対

前年度比 3.7％減）となっている。 

このうち、携帯電話の契約数は、令和 3 年度末で全国 2 億 300 万件(対前年度比 

4.4％増)、東北管内で 879 万件（対前年度比 3.7％減）となっている。 
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また、ＢＷＡアクセスサービスは、2.5ＧＨｚ帯の周波数を利用して接続するインターネット

接続サービスで、平成 20 年度（東北管内では平成 21 年 12 月）からサービスが開始され

ており、東北管内では、約 382 万件（対前年度比 3.7％減）となっている。 

近年の移動系ブロードバンドのアクセスサービスの特徴的な点は、３．９－５Ｇの急速な

契約数の伸びであるが、全国においては、令和 3 年度末の契約数は約 2 億 3 千万件で

あり、このうち５Ｇについては 4,500 万件と急激に契約数を伸ばしている。 
 

 
 

 
東北管内（都道府県別）のＢＷＡアクセスサービスの契約数         （単位：件） 

 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 

青森県 435,645(+5.0%) 455,167(+4.9%) 448,171(▲1.5%) 

岩手県 394,579(+4.7%) 405,192 (+2.7%) 409,668(+1.1%) 

宮城県 1,047,968(+4.1%) 1,566,126(+49.4%) 1,454,227(▲7.1%) 

秋田県 291,013(+4.7%) 304,530(+4.6%) 297,762(▲2.2%) 

山形県 397,531(+5.8%) 415,973(+4.6%) 411,139(▲1.2%) 

福島県 769,881(+5.0%) 811,724(+5.4%) 797,357(▲1.8%)) 

合 計 3,363,617(+4.8%) 3,964,609(+17.9%) 3,818,324(▲3.7%) 

（参考）全国 71,205,864(+7.5%) 75,048,890(+5.4%) 79,709,876(+6.2%) 

   （カッコ内は、対前年度比） 
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※ ５Ｇは第３．９－５世代携帯電話加入契約数の再掲として集計しています。 
※ 平成 31 年 3 月末から、３．９-４世代携帯電話アクセスサービスの県別契約数の集計が

なくなりました。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

【第3.9-5世代携帯加入契約数の推移】 （単位：件）

平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和3年度末
青森県 348,210 502,258 628,961 722,081 825,002
岩手県 349,005 501,013 627,207 721,950 819,735
宮城県 709,769 1,042,989 1,352,053 1,679,609 1,977,100
秋田県 262,974 381,056 480,313 556,475 630,627
山形県 310,347 445,402 557,536 641,813 729,234
福島県 560,603 824,365 1,042,587 1,200,452 1,357,684

東　北　計 2,540,908 3,697,083 4,688,657 5,522,380 6,339,382

全　国 46,413,232 67,781,298 87,471,782 102,942,198 120,727,053 136,642,057 152,623,405 154,366,473 202,997,502
第５世代 0 0 0 0 0 0 24,040 14,185,509 45,018,374
注　平成30年度末から「第3.9-4世代携帯」の県別契約数の集計がなくなったことから、各県及び東北計の契約数は記載しない。
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                移動通信全体の加入契約数の推移          （単位：件） 

 
 

(3) ケーブルテレビ加入世帯数 
ケーブルテレビでは、地上放送及び衛星放送の再放送や、自主チャンネルを含めた多

チャンネル放送が行われている。 
東北管内のケーブルテレビの加入世帯数は、全体で、681,409 世帯となっており、その

普及率は 18.2％となっている。 

また、規模別にみると、東北管内では、自主放送を行う登録施設（501 端子以上）の加

入世帯数は 652,125 世帯、再放送のみを行う登録施設（501 端子以上）の加入世帯数は

29,284 世帯となっている。 
 
 
 
 

平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

東　北 8,854,595 8,812,019 8,842,679 9,125,500 8,786,341

全　国 170,192,035 177,816,158 184,897,870 194,395,149 202,997,502

東　北 80,446 56,898 41,395 7,008 4,617

全　国 2,597,955 2,056,636 1,616,239 659,737 337,346

東　北 2,840,269 3,210,708 3,363,617 3,964,609 3,818,324

全　国 58,226,305 66,240,683 71,205,864 75,048,890 79,709,876

東　北 11,775,310 12,079,625 12,247,691 13,097,117 12,609,282

全　国 231,016,295 246,113,477 257,719,973 270,103,776 283,044,724
移動通信全体

携帯電話

BWA

PHS



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第一章〉 

第一章 東北地域におけるＩＣＴ分野の基本データ  17 
 

東北管内の登録施設の施設数と加入世帯数 

 
※ 令和 3 年 3 月末現在。 ※ 普及率は、令和 3 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳世帯数から算出 

※ 上記の統計値については、ＩＰマルチキャスト方式による放送に係るものを含む。 

 

３ 情報通信サービスの事業者数等 

 

(1) 電気通信事業 

全国では、登録事業者 332 者、届出事業者 18,944 者が電気通信サービスを提供して

いる。このうち令和 3 年度末現在、東北総合通信局に登録・届出している電気通信事業

者は、登録事業者 11 者、届出事業者 627 者である。   
 

              東北管内の電気通信事業者（登録事業者）の主な提供サービス 

事業者名 主な提供サービス 

東北インテリジェント通信株式会社 広域ｲｰｻﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ、ATM 交換ｻｰﾋﾞｽ、LPWA 等 

株式会社ニューメディア FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、地域ＢＷＡ等 

株式会社秋田ケーブルテレビ FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、地域ＢＷＡ等 

株式会社ダイバーシティメディア FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、ＩＰ電話等 

岩手ケーブルテレビジョン株式会社 ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ等 

仙台ＣＡＴＶ株式会社 FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、MVNO 等 

宮城ケーブルテレビ株式会社 FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、MVNO 等 

株式会社八戸テレビ放送 FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、地域ＢＷＡ等 

ニューデジタルケーブル株式会社 ＩＰ電話、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞ、MVNO 等 

アンデックス株式会社 地域ＢＷＡ等 

株式会社ネットワークス サービス停止中 

また、令和元年 5 月 10 日に新たに設けられた販売代理店への届出制度により、東北

管内で届出を行った販売代理店は 4,278 件となっている。なお、全国では 77,542 件であ

る。 

 

 

 

設置数 加入世帯数 普及率 設置数 加入世帯数 普及率 設置数 加入世帯数 普及率

青森県 8 104,782 17.6% 2 1,988 0.3% 10 106,770 18.0%

岩手県 15 97,037 18.3% 3 4,960 0.9% 18 101,997 19.2%

宮城県 8 274,510 27.0% 4 4,983 0.5% 12 279,493 27.5%

秋田県 3 72,843 17.1% 1 925 0.2% 4 73,768 17.3%

山形県 4 71,326 17.0% 3 1,152 0.3% 7 72,478 17.3%

福島県 6 31,627 4.0% 17 15,276 1.9% 23 46,903 5.9%

東北合計 44 652,125 17.3% 30 29,284 0.8% 74 681,409 18.0%

全国 660 31,171,031 52.4% 314 1,001,148 1.7% 974 32,172,179 54.1%

自主放送あり 自主放送なし 計
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(2) 放送事業 

我が国では、ＮＨＫ、民間放送事業者、放送大学学園等が放送事業を行っている。 
放送事業は、大きく地上系、衛星系、ケーブルテレビに分類され、それぞれテレビジョン

放送やラジオ放送、データ放送等のサービスを提供しており、東北管内ではＮＨＫ及び民

間放送事業者が地上系及びケーブルテレビのサービスを提供している（衛星系は、東北

管内を含む全国を対象にサービスを提供している。）。 
 

① 地上放送 
ア 放送事業者数 

東北管内では、ＮＨＫのほか、民間放送事業者として、テレビジョン放送事業者 17 社、

中波ラジオ（ＡＭ）放送事業者 1 社、超短波（ＦＭ）放送事業者 50 社（うちコミュニティ放

送事業者 44 社）、テレビジョン放送・ラジオ放送兼営放送事業者 5 社となっている。 

また、全国でサービスを提供している短波放送のほか、渋滞や交通規制などの道路

交通情報（ＶＩＣＳ情報）を提供する文字放送のサービスが管内において提供されている。 
 

東北管内の民間放送事業者数（令和 3 年度末現在） 

 
※ 東北管内を含む全国を対象にサービスを行っている事業者は計上していない。 

 

 
東北管内の民間地上テレビジョン放送事業者 

 
 

イ 放送局数 
東北管内の県域放送局数は、広大な面積と複雑な地形等を有する東北地域全体を

カバーするため、地上デジタルテレビジョン放送局 1,729 局、中波（ＡＭ）放送局 102 局、

超短波（ＦＭ）放送局（県域）113 局が開設されている。また、市町村を主な放送エリアと

し、地域に密着した情報や防災情報等を提供するコミュニティ放送 130 局が開設されて

いる。 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東　北
2 3 3 2 3 4 17

中波（ＡＭ）放送 － － － － － 1 1

 コミュニティ放送 5 8 12 7 5 7 44
1 1 1 1 1 － 5
9 13 17 11 10 13 73

1 1 1 1 61 1

区　　　　分

合　　　　計

　　テレビジョン放送（単営）

超短波（ＦＭ）放送
（県域放送）

テレビジョン放送・ラジオ放送（兼営）

　　ラジオ放送
　　　（単営）

開局順 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県
1 青森放送 ＩＢＣ岩手放送 東北放送 秋田放送 山形放送 福島テレビ
2 青森テレビ テレビ岩手 仙台放送 秋田テレビ 山形テレビ 福島中央テレビ
3 青森朝日放送 岩手めんこいテレビ 宮城テレビ放送 秋田朝日放送 テレビユー山形 福島放送
4 － 岩手朝日テレビ 東日本放送 － さくらんぼテレビジョン テレビユー福島



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第一章〉 

第一章 東北地域におけるＩＣＴ分野の基本データ  19 
 

東北管内の地上系放送局数（令和 3 年度末現在）  

 

③ 衛星放送 
令和 3 年度末時点で放送を行っている衛星放送事業者数は、ＢＳ放送については 

24 社、東経 110 度ＣＳ放送は 17 社であり、衛星一般放送事業者は 4 社となっている。 

また、放送サービス高度化の一環として４Ｋ・８Ｋ放送を推進している。４Ｋは現行の

ハイビジョンに比べて 4 倍の画素数、８Ｋは 16 倍の画素数を有しており、視聴者は、超

高精細で立体感・臨場感のある映像を楽しむことができる。 
 
                    衛星放送事業者数の推移 

年度末 令和元年 令和２年 令和３年 

衛星基幹放送 ＢＳ放送 22 20 24 

東経 110 度ＣＳ放送 20 20 17 

衛星一般放送 4 4 4 

計 41 41 39 
     

※ 「BS放送」、「東経 110度ＣＳ放送」及び「衛星一般放送」の 2以上を兼営している者があるため、
それぞれの欄の数字と計欄の数値は一致しない。 

           

④ コミュニティ放送局 

コミュニティ放送局は、市町村内の一部の地域において、地域の特色を生かした番

組などを通じて地域のきめ細かな情報を発信するため、平成 4 年 1 月に制度化された。 

令和 3 年度末現在、東北管内では 44 事業者が開局している。 

最近は、防災意識の高まりから防災情報提供のインフラとして地方公共団体主導で

整備されるものも多くなっている。 

 

 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東　北
総合 47 61 46 53 32 69
教育 46 61 46 53 32 69

46 61 46 53 32 69
46 61 46 51 31 69
46 61 46 51 29 69
－ 61 46 － 25 69
231 366 276 261 181 414 1,729

第１ 7 9 4 8 6 9
第２ 3 6 2 4 4 6

6 7 4 6 6 5 34
超短波（ＦＭ）放送局 6 23 5 13 9 17 73
（県域放送局） 5 12 5 9 4 5 40

10 37 28 23 11 22 131
- 1 - 3 - - 4
4 8 1 1 1 8 23
41 103 49 67 41 72 373
272 469 325 328 222 486 2,102

区　　　　分

テレビジョン放送局
デジタル放送

NHK 615

Ｐ１

1,114
Ｐ２
Ｐ３
Ｐ４

68

民間放送事業者
NHK

民間放送事業者
 コミュニティ放送局

NHK
民間放送事業者

小　　計
合　　　　計

小　　計

ラジオ放送局

中波（ＡＭ）放送局
NHK

ＦＭ補完局
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災害時、一時かつ臨時に開設する「臨時災害放送局」の免許を希望する地方公共

団体等に対し、求めがあった場合に機材を貸与する等の支援も行っている。 

東日本大震災時には、甚大な被害に遭われた地域を含む 24の市町が、災害情報、

被災者支援情報、生活関連情報等を提供するため臨時災害放送局を開設したが、平

成 30年 3月末現在で全て閉局した。 

 
④ エリア放送 

エリア放送は、一の市町村の一部の区域のうち特定の狭小な区域における需要に

応えるために、「ホワイトスペース※」を活用する放送であり、限られたエリアにおいて、

地域の情報発信手段等に電波を有効活用することにより、地域活性化等の社会的諸

問題の解決等に寄与していくことが期待されている。 

※ 「放送用などの目的に割当てられているが、地理的条件や技術的条件によって、他の目的に

も利用可能な周波数」（「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム」報告書（平成 22 年

7月 30日）より) 

 

現在、東北管内で開設されているエリア放送を行う地上一般放送局は、以下の 4局

である。 

 

免許人の名称 無線設備の設置場所 

葛巻町 岩手県岩手郡葛巻町 

三沢市 青森県三沢市 

南相馬市 福島県南相馬市 

独立行政法人 国立高等専門学校機構 宮城県仙台市青葉区 
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４ 各種資格者制度 

 国民生活のあらゆる分野で利用される電波の公平利用や、多様化する電気通信サービ

スの安定した提供を確保するため、各種資格者制度が設けられている。 

 

(1) 無線従事者 

無線設備の操作をする者は、電波に対する一定の知識･技能を有していることが必要

であり、その知識･技能を有する証明として無線従事者資格がある。 

東北管内の無線従事者免許発給数は、令和 3 年度末で 557,699 件となっている（全国

の発給数は 6,915,497 件）。資格の区分別割合は、総合 1.8％、海上 14.6％、航空 1.2％、

陸上 31.5％、アマチュア50.8％となっている。 

無線従事者の資格を取得するには、①国家試験に合格、②養成課程を修了、③学校

で無線通信に関する科目を修めて卒業、④一定の資格・業務経歴を得る、などの方法が

ある。令和 4 年 2 月から第 2 級陸上特殊無線技士・第 3 級陸上特殊無線技士・第 3 級ア

マチュア無線技士及び第 4 級アマチュア無線技士の国家試験において CBT 方式の試験

が開始され、指定試験機関からの委託事業者が実施する方式が導入されている。 

試験会場は全国約 150 箇所の会場（東北管内 15 箇所）が準備されている。 

総務大臣が総務省令で定める基準に適合するものであることの認定をした者による無

線従事者の養成課程は東北管内で 9 資格 203 件が実施されている。 

東北管内には養成課程の認定を受けた学校（長期養成課程）が 19 校あるほか、無線

通信に関する科目を修めて卒業すると資格を取得することができる学校が 17 校（166 件

（学科・コース））ある。 

また、国家試験を受験する際、所定の科目を履修して卒業し、卒業の日から 3 年以内

に実施される無線従事者国家試験を受ける場合に、試験科目の一部が免除される総務

大臣の認定を受けた学校等（部科）は東北管内に 5 校（12 部科）ある。 

【無線従事者資格一覧】 

区分 従事者資格 

総合無線従事者 第 1～３級総合無線通信士 

海上無線従事者 

第 1～４級海上無線通信士 

第 1～３級海上特殊無線技士 

レーダー級海上特殊無線技士 

航空無線従事者 
航空無線通信士 

航空特殊無線技士 

陸上無線従事者 

第１、２級陸上無線技術士 

第１～３級陸上特殊無線技士 

国内電信級陸上特殊無線技士 

アマチュア無線従事者 第１～４級アマチュア無線技士 
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(2) 船舶局無線従事者証明 

国際航海を行う船舶等には、国際条約等で無線設備の設置が義務付けられている（義

務船舶局等）。その無線設備の操作又はその監督を行うには、無線従事者の資格の他に

船舶局無線従事者証明が必要である。 

東北管内では、昭和 58 年度の制度導入から令和 3 年度末までに 3,556 件（全国：

26,325 件）の証明を行っている。 

また、船舶局無線従事者証明は、船舶局無線従事者証明を受けている者が義務船舶

局等の無線設備の操作又はその監督の業務に 5 年間従事せず、かつ、その者に対する

訓練の課程を修了しなかった場合は失効するため、東北総合通信局において当該訓練

を年 2 回実施している。 

 

(3) 電気通信主任技術者 

電気通信主任技術者は、昭和 60 年 4 月 1 日施行の電気通信事業法により創設された

資格であり、各電気通信事業者は、電気通信主任技術者を選任し、事業用電気通信設備

の工事、維持及び運用の監督にあたらなければならない。平成 16 年 4 月改正事業法に

より、伝送交換主任技術者及び線路主任技術者の 2 資格に区分されている。 

令和 3 年度末の全国の電気通信主任技術者資格取得者数は 91,463 人で、東北管内

の令和 3 年度の発給数は 170 件であった。 

電気通信主任技術者の資格を取得するには①国家試験受験、②認定校による一部科

目免除、③業務経歴による一部科目免除、④養成課程認定者による養成課程の受講の

方法がある。このうち東北管内では電気通信主任技術者の認定校を 8 校認定している

（令和 3 年度末現在）。 

 

(4) 工事担任者 

工事担任者は、電気通信事業法に基づき、電気通信事業者の電気通信回線設備と電

話機等の端末機器又は自営電気通信設備を接続する工事を行う者に求められる資格で

ある。 

ＩＰ化の進展に伴う電気通信回線設備及び端末設備の変化・発展を受け、工事担任者

規則が平成 17 年 8 月 1 日から施行され、従来、アナログ、デジタルの工事の範囲により

分類されていた資格が全面的に見直され７種類となった。さらに、資格者数や試験受験者

数が少ない資格区分について合理化するため、令和 3 年 4 月 1 日に資格制度が改正と

なり、第一級アナログ通信、第二級アナログ通信、第一級デジタル通信、第二級デジタル

通信、総合通信の 5 資格に整理された。 
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【工事担任者資格一覧】 

資格者証の種類 工事の範囲 

第一級アナログ通信 

アナログ伝送路設備（アナログ信号を入出力する電気通信回線設備をい

う。以下同じ。）に端末設備等を接続するための工事及び総合デジタル通

信用設備に端末設備等を接続するための工事 

第二級アナログ通信 

アナログ伝送路設備に端末設備を接続するための工事（端末設備に収

容される電気通信回線の数が 1 のものに限る。）及び総合デジタル通信

用設備に端末設備を接続するための工事（総合デジタル通信回線の数

が基本インターフェースで 1 のものに限る。） 

第一級デジタル通信 

デジタル伝送路設備（デジタル信号を入出力とする電気通信回線設備を

いう。以下同じ。）に端末設備等を接続するための工事。ただし、総合デ

ジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事を除く。 

第二級デジタル通信 

デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事（接続点におけ

るデジタル信号の入出力速度が毎秒 1 ギガビット以下であって、主として

インターネットに接続するための回線に係るものに限る。）。ただし、総合

デジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事を除く。 

総合通信 
アナログ伝送路設備又はデジタル伝送路設備に端末設備等を接続する

ための工事。 

 

令和 3 年度末の全国の工事担任者資格取得者数は 852,807 人で、東北管内の令和 3

年度の発給数は 742 件であった。 

工事担任者の資格を取得するには①国家試験受験、②認定校による一部科目免除、

③業務経歴による一部科目免除、④養成課程認定者による養成課程の受講の方法があ

る。東北管内における工事担任者の一部科目免除できる認定校は、令和 3 年度末で 22

校認定している。 

 

５ 信書便制度 

 

(1) 信書便制度 
信書の送達は、平成 15 年 4 月から「民間事業者による信書の送達に関する法律」（平

成 14 年法律第 99 号。いわゆる「信書便法」）が施行され、これまで国の独占とされていた

信書の送達事業について民間事業者の参入が可能となった。 
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この信書便事業は、「一般信書便事業（全国全面参入型）」と「特定信書便事業（特定

サービス型）」の 2 種類があり、いずれも総務大臣の許可が必要となっている。 

 

① 信書とは 
「信書」とは、「特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を通知する文

書」と郵便法及び信書便法に規定されている。 

ア 「特定の受取人」とは、差出人がその意思の表示又は事実の通知を受ける者として

特に定めた者をいう。 

イ 「意思を表示し、又は事実を通知する」とは、差出人の考えや思いを表し、又は現実

に起こり若しくは存在する事柄等の事実を伝えることをいう。 

ウ 「文書」とは、文字、記号、符号等人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物のことをいう（電磁的記録物を送付しても信書の送達に

は該当しない。）。 

 

【具体例】 ※◇印は個々の相談において判断された事例 

信書に該当する文書 信書に該当しない文書 

■書状 

 【類例】手紙、はがき 

 

■請求書の類 

 【類例】納品書、領収書、見積書、願書、申

込書、申請書、申告書、依頼書、契約書、

照会書、回答書、承諾書 

◇レセプト（診療報酬明細書等） ◇推薦書  

◇注文書 ◇年金に関する通知書・申告書 

◇確定申告書 ◇給与支払報告書 

 

■会議招集通知の類 

 【類例】結婚式等の招待状、業務を報告する

文書 

 

■許可書の類 

 【類例】免許証、認定書、表彰状 

   ※カード形状の資格の認定書などを含み

ます 

 

■証明書の類 

 【類例】印鑑証明書、納税証明書、戸籍謄

本、住民票の写し 

◇健康保険証 ◇登記簿謄本 ◇車検証   

◇履歴書 ◇産業廃棄物管理票 ◇保険

証券 ◇振込証明書 ◇輸出証明書 

◇健康診断結果通知書・消防設備点検

表・調査報告書・検査成績票・商品の品質

■書籍の類 

 【類例】新聞、雑誌、会報、会誌、手帳、カレ

ンダー、ポスター 

◇講習会配布資料 ◇作文 ◇研究論文 

◇卒業論文 ◇裁判記録 ◇図面 

◇設計図書 

 

■カタログ 

 

■小切手の類 

 【類例】手形、株券 ◇為替証書 

 

■プリペイドカードの類 

   【類例】商品券、図書券 ◇プリントアウトし

た電子チケット 

 

■乗車券の類 

 【類例】航空券、定期券、入場券 

 

■クレジットカードの類 

 【類例】キャッシュカード、ローンカード 

 

■会員カードの類 

 【類例】入会証、ポイントカード、マイレージ

カード 

 

■ダイレクトメール 

 ・専ら街頭における配布や新聞折り込みを前
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証明書その他の点検・調査・検査などの結

果を通知する文書 

 

■ダイレクトメール 

 ・文書自体に受取人が記載されている文書 

 ・商品の購入等利用関係、契約関係等特定

の受取人に差し出す趣旨が明らかな文言

が記載されている文書 

提として作成されるチラシのようなもの 

 ・専ら店頭における配布を前提として作成さ

れるパンフレットやリーフレットのようなもの 

 

■その他 

 ◇説明書の類（市販の食品・医薬品・家庭用

又は事業用の器機・ソフトウェアなどの取扱

説明書・解説書・仕様書、定款、約款、目論

見書） 

 ◇求人票  ◇配送伝票  ◇名刺  ◇パス

ポート ◇振込用紙 ◇出勤簿 ◇ナンバー

プレート 

※参考 

総務省情報流通行政局郵政行政部ホームページ「信書のガイドライン」 

https://www.soumu.go.jp/yusei/shinsho_guide.html 

 

② 信書便事業の種類 
 「一般信書便事業」と「特定信書便事業」の 2 種類がある。 

 
一般信書便

事業 
一般信書便役務※を全国提供する条件で、全ての信書の送達が可能

となる「全国全面参入型」の事業である。 
 
※一般信書便役務 
  長さ、幅及び厚さがそれぞれ 40ｃｍ、30ｃｍ及び 3ｃｍ以下であり、重量が 250ｇ以下
の信書便物を国内において差し出された日から原則 4 日以内に送達する役務 

特定信書便

事業 
創 意 工 夫 を 凝 ら し た 多 様 な

サービスを提供する「特定サー

ビス型」の事業である。 

① 第１号役務 
長さ、幅及び厚さの合計が 73ｃｍ

を超え、又は重量が 4ｋｇを超える

信書便物を送達する役務 
② 第２号役務 

信書便物が差し出された時から 
3 時間以内に当該信書便物を送

達する役務 
③ 第３号役務 

料金の額が 800 円を超える信書     

便の役務 
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(2) 東北地域の信書便事業者の状況 

令和 3 年度末現在、全国では 586 者、東北管内では 25 者が特定信書便事業の許可

を受けて参入しており、創意工夫を凝らした多様なサービスを提供している。 
 

県 本社所在地 事業者名 提供役務 

青森県 青森市 

青森定期自動車株式会社 第１号 

青森綜合警備保障株式会社 第１号・第３号 

赤帽青森県軽自動車運送協同組合 第１号・第３号 

岩手県 盛岡市 

ＡＬＳＯＫ岩手株式会社 第１号・第３号 

北東北福山通運株式会社 第１号 

赤帽岩手県軽自動車運送協同組合 第１号・第３号 

宮城県 

仙台市 

東北鉄道運輸株式会社 第１号 

南東北福山通運株式会社 第１号 

株式会社テーシー東北 第１号 

赤帽宮城県軽自動車運送協同組合 第１号・第３号 

株式会社東日本エース 第１号 

有限会社ティー・トレジャー 第１号・第３号 

石巻市 ＭＫ急便 第１号・第３号 

角田市 株式会社京浜サプライズ 第１号・第３号 

富谷市 株式会社コーユーサービス 第３号 

秋田県 秋田市 

ハートフェルト 第１号・第２号・第３号 

株式会社秋田県赤帽 第１号 

ＡＬＳＯＫ秋田株式会社 第１号・第３号 

株式会社さきがけデジタル 第３号 

山形県 山形市 
赤帽山形県軽自動車運送協同組合 第１号 

ＡＬＳＯＫ山形株式会社 第１号・第３号 

福島県 

福島市 
株式会社帝北ロジスティックス 第１号・第２号 

赤帽福島県軽自動車運送協同組合 第１号・第３号 

郡山市 ＡＬＳＯＫ福島株式会社 第１号・第３号 

いわき市 有限会社チューダー 第３号 
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第２節 東北地域における ICT 利用の現状（「令和 3 年通信利用動向調査」より） 
 

１ インターネットの利用状況 
(1) インターネットの利用状況 

東北地域のインターネット利用率は、75.7％と全国よりも約 7ポイント低い。ま

た、他のブロックと比較した場合、インターネット利用率が最も低くなっている。 

なお、インターネット利用率が最も高かったのは「南関東」地域（87.4％）であ

り、次いで「近畿」地域（84.3％）となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

【参考：「令和２年通信利用動向調査」でのインターネット利用率（ブロック別）】 

全国 北海道 東北 北関東 南関東 北陸 

83.4% 83.0% 76.1% 79.9% 87.6% 79.6% 

甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 

82.0% 84.2% 84.3% 80.9% 78.4% 80.8% 

 

 

 

全国 北海道 東北 北関東 南関東 北陸 甲信越 東海 近畿 中国 四国 
九州・

沖縄 

n=42,988 n=711 n=6,066 n=3,046 n=3,336 n=3,359 n=3,297 n=4,000 n=5,093 n=4,541 n=3,129 n=6,410 

(%) 
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(2) ＳＮＳの利用目的（個人）  

■ ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）の利用目的についてみると、

東北地域の場合、全国と同様「従来からの知人とのコミュニケーションのため」

（83.6％）が最も多かった。 

■ 次いで、「知りたいことについて情報を探すため」（63.7％）とした回答が多い

が、こちらは 「令和２年通信利用動向調査」（以下 「昨年調査」という。）よりも

約 4ポイント増加した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%) 
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２ クラウドサービスの利用状況 
(1) クラウドサービスの利用状況（企業） 

■ クラウドサービスを「全社的に利用している」「一部の事業所又は部門で利用

している」と回答した企業の割合は、東北地域では 61.1％と、全国よりも約 9ポ

イント低かった。 

■ また、「利用していないし、今後利用する予定もない」と回答した東北地域の企

業の割合（28.9％）は、全国よりも約 14ポイント高かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) クラウドサービスの効果（企業）  

■ クラウドサービスを「全社的に利用している」「一部の事業所又は部門で利用

している」と回答した企業のうち、「非常に効果があった」「ある程度効果があっ

た」とする割合は、東北地域では 80.8％と、全国よりも約 4 ポイント低かった。 
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(n=1,757) 

(n=110) 

(n=94) 
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(3) 利用しているクラウドサービスの内容（企業） 

■ クラウドサービスを「全社的に利用している」「一部の事業所又は部門で利用

している」と回答した企業における、利用しているクラウドサービスの内容をみ

ると、東北地域では、 「ファイル保管 ・データ共有」（58.1％）が最も多く、次い

で「電子メール」（47.4％）となった。  

■ なお、全国と比較すると、「取引先との情報共有」（6.0％）が大幅に低く、約

12 ポイントの差があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(%
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３ テレワークの利用状況 
(1) テレワークの実施経験（個人） 

■ 企業等に勤める 15 歳以上の個人のうちテレワークを実施したことがあると回

答した割合は、東北地域では 10.8％であり、全国と比較して約 9ポイント低かっ

た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) テレワークを実施しない理由（個人） 

■ 企業等に勤める 15歳以上の個人のうち、テレワーク未実施者がテレワークを実

施しない理由は、東北地域では 「テレワークに適した仕事ではないため」（56.5％）

が最も高く、次いで「勤務先にテレワークできる制度がないため」（29.9％）と

なった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%) 

(%) 
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(3) テレワークの導入状況（企業）  

■ 東北地域では、「テレワークを導入している」「導入していないが今後導入予 

定がある」と回答した企業の割合が 34.7％であり、全国と比較すると約 23ポイン

ト低かった。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(n=167) 

(n=2,396) 

(n=138) 
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(4)テレワークの未実施理由（企業） 

■ 「テレワークを導入していないし、具体的な導入予定もない」と回答した企業

がテレワークを導入しない理由は、昨年調査と同様、「テレワークに適した仕事

がないから」 （85.2％）が最も高く、また全国(79.7％)よりも約 6ポイント高かっ

た。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ インターネット利用上の不安 
(1) インターネット利用時における不安（個人） 

■ インターネットを利用している個人のうち、インターネットを利用していて 「不

安を感じる」「どちらかといえば不安を感じる」と回答した者の割合は、東北地域

では合わせて 65.2％となった。 

これは、昨年調査と比較して、約 4ポイント減少した。 

(%) 
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(2) インターネット利用における不安の内容（個人） 

■ インターネットを利用していて「不安を感じる」「どちらかといえば不安を感

じる」と回答した個人のインターネット利用における不安の内容をみると、東北

地域では、「個人情報やインターネット利用履歴の漏えい」が 89.0％と最も高く、

次いで 「コンピュータウィルスへの感染」（59.4％）、「架空請求やインターネッ

トを利用した詐欺」（54.8％）となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%) 
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(3) 情報通信ネットワークに対するセキュリティ被害の状況（企業） 

■ 情報通信ネットワークの利用の際に発生した過去１年間のセキュリティ被害の

状況をみると、東北地域では、「何らかの被害を受けた」企業が 46.3％となり、

被害内容は「ウィルスを発見又は感染」（25.2％）が最も高く、次いで「標的型

メールの送付」（24.2％）となった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

(%) 
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５ IoT・AI 等によるデジタルデータの収集・利活用状況 
(1) ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスの導入企業（企業） 

■ デジタルデータの収集 ・解析等のためＩoＴ ・ＡＩ等のシステム・サービスを導

入している企業の割合は、東北地域では 9.2％となっており、全国より約 6 ポイ

ント低かった。 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

(2) デジタルデータの収集・解析の目的（企業） 

■ ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスを「導入している」と回答した企業にお

けるＩoＴ・ＡＩ等によるデジタルデータの収集・解析の目的をみると、「効率

化・業務改善」（83.9％）が最も高く、次いで「顧客サービス向上」（42.4％）

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(%) 
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(3) ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスの導入効果（企業） 

■ ＩoＴ ・ＡＩ等のシステム・サービスを 「導入している」と回答した企業におけ

るＩoＴ ・ＡＩ等のシステム・サービスの導入効果をみると、「非常に効果があっ

た」とした回答が 26.6％であり、全国よりも約 2ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

(n=17) 

(n=379) 

(n=21) 
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■ 通信利用動向調査について 

  通信利用動向調査は、世帯 （全体 ・構成員）及び企業を対象とし、統計法 （平成 19

年法律第 53 号）に基づく一般統計調査として平成 2 年から毎年実施（企業調査は、

平成 5 年に追加し、平成 6 年を除き毎年実施。世帯構成員調査は、平成 13 年から実

施。）しており、平成 22年から世帯調査を都道府県別に実施。 

 

［令和 3年通信利用動向調査の概要］ 

  世帯調査 企業調査 

調査時期 令和 3年 9月 

対象地域 全  国 

属性範囲・調査

の単位数 

20 歳以上（令和 3 年 4月 1日現在）の

世帯主がいる世帯及びその 6 歳以上の

構成員 

公務を除く産業に属する常用雇用者

規模 100 人以上の企業 

調査対象数 

［有効送付数］ 

40,592世帯［39,430世帯］ 5,966 企業［5,123 企業］ 

有効回収数 ［率］ 17,365世帯（44,133人）[44.0％] 2,396 企業[46.8％] 

調査事項 通信サービスの利用状況、情報通信関連機器の保有状況等 

調査方法 調査票を郵送により配布し、郵送又はオンライン 

（電子メール（世帯調査）・電子調査票（企業調査））により回収 

【本節における留意事項】 

 ・調査時点は、令和 3年 8月末。 

 ・資料中の「ｎ」は、その質問に対する回答者数（比重調整前の集計数）である。 

 ・その他調査の詳細は、「総務省情報通信統計データベース」を参照。 

  https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/index.html  

・なお、本節の作成に当たり、昨年までは無回答を除いていたが、本年から無回答を入れ

ている（※ 1(1)「インターネットの利用状況」を除く。）。 
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第二章 東北地域における ICT 政策の動向 

 
第１節 デジタル田園都市国家インフラ整備計画 

 
地方からデジタルの実装を進め、新たな変革の波を起こし、地方と都市の差を縮めていく

ことで世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、令和 3 年 11 月に内閣総

理大臣を議長とする「デジタル田園都市国家構想実現会議」が初開催された。 

また、同年 12 月には、岸田総理から、５Ｇの人口カバー率を 2023 年度に 9 割に引き上げ

るとともに、光ファイバの世帯カバー率を 2030 年までに 99.9％にすべく取り組むと表明されて

おり、デジタル田園都市国家構想の関連施策には、デジタル基盤の整備として、５Ｇ等の早

期展開、光ファイバ整備の推進等が掲げられているところである。 

これらを受け、総務省においても同年 11 月に、総務大臣を本部長とする「総務省デジタル

田園都市国家構想推進本部」を立ち上げるとともに、以下の取組により光ファイバ、５Ｇ、デー

タセンター/海底ケーブル等のデジタル基盤の整備を推進し、同構想を実現するため、令和 4

年 3 月に「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」を公表した。 

 

①  光ファイバ、５Ｇ、データセンター/海底ケーブル等のインフラ整備を地方ニーズに即し

てスピード感をもって推進する。 
②  「地域協議会」を開催し、自治体、通信事業者、社会実装関係者等の間で地域におけ

るデジタル実装とインフラ整備のマッチングを推進する。 
③  2030 年代のインフラとなる「Beyond 5G」の研究開発を加速する。研究成果は 2020 年

代後半から順次、社会実装し、早期の Beyond 5G の運用開始を実現する。 
 
同計画は、令和 2 年 12 月に策定した「ＩＣＴインフラ地域展開マスタープラン 3.0」以降の取

組を踏まえ、同マスタープランに続くものとして、データセンター/海底ケーブル等にもスコープ

を拡大し、また、2030 年代の Beyond 5G の運用開始も見据え、今後のデジタル基盤整備に

向けて一体的かつ効果的な対策を推進するために策定したものである。 

東北総合通信局では、同計画に基づき、光ファイバ及び携帯電話基地局の整備並びに新

たなデジタル実装の実現に向けたニーズの発掘のため、令和 4 年 6 月に自治体（東北 6 県

及び仙台市）、電気通信事業者等を構成員とした「東北地域デジタルインフラ整備等推進協

議会」を立ち上げた。 
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東北地域デジタルインフラ整備等推進協議会について

 東北地域では、令和４年６月１５日に「東北地域デジタルインフラ整備等推進協議会」を
立上げ、第１回会合を開催。

【自 治 体】 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、仙台市

【通信事業者等】 NTT東日本、東北インテリジェント通信、日本ケーブルテレビ連盟東北支部、
NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル

【主宰（事務局）】 東北総合通信局 ※必要に応じて構成員を追加。

構 成 員

取り扱う事項 ※状況や必要性に応じて柔軟に対応。

（１）光ファイバ整備に関すること
（２）携帯電話基地局の整備に関すること
（３）新たなデジタル実装の実現に向けたニーズの創造に関すること
（４）その他必要な事項

具体的な取組 ※取り扱う事項を踏まえ、柔軟に対応。

（１）光ファイバ及び携帯電話基地局の整備とデジタル実装に関するニーズの把握
（２）光ファイバ及び携帯電話基地局の整備とデジタル実装に関する自治体、通信事業者等と

の間における情報共有・意見交換
（３）携帯電話基地局設置可能な施設情報の共有
（４）その他
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第２節 情報通信政策の展開等 
 

１ 第５世代移動通信システム（５G）の普及促進 

 
(1) ５G・ローカル５G 

５Ｇの普及促進に向けては、令和 2 年度から、携帯電話等エリア整備事業の「高度化

事業」として、３Ｇ・４Ｇの利用可能エリアにおいて、高度化無線通信を行うために、５Ｇ基

地局を整備する場合、当該整備費の一部を補助することとしており、東北管内においては、

令和 3 年度に 10 事業を行っている。（うち 6 事業は令和 4 年度へ繰越） 

 

また、安全性・信頼性が確保された５Ｇ設備の導入を促す観点から、「特定高度情報通

信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律」の規定に基づく、認定導

入計画に従って導入される一定の５Ｇ設備に係る投資について、税額控除又は特別償却

等ができる措置（５Ｇ投資促進税制）が令和 2 年度に創設され、東北管内において１事業

者（ローカル５Ｇ免許人）が活用し、基地局等の整備を行っている。 

 

なお、ローカル５Ｇに関しては、令和元年 12 月に制度が施行され、また、令和 2 年 12

月には、周波数（4.7GHz 帯及び 28GHz 帯）追加等の制度改正を行った。 
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(2) 東北地域におけるローカル５Ｇ免許 
地域や産業の個別のニーズに応じて、企業や自治体等の様々な主体が、自らの建物

内や敷地内でスポット的に柔軟に構築できるローカル５Ｇについて、令和 3 年度末現在、

東北管内において実用局 3 免許人、実験試験局 3 免許人が運用を行っている。 

 

(3) 東北５G デジタル変革推進フォーラム 
「超高速」だけで無く「超低遅延」「多数同時接続」といった新しい特長を持つ第 5世代移

動通信システム（５Ｇ）は、様々な分野・産業において実装されることにより、地域社会に

大きなインパクトをもたらすものと期待されている。 
また、新型コロナウイルス感染症の対応と地域経済の活性化を図るためデジタル変革

を今後一層進めることが必要とされている。 
 
「東北５Ｇデジタル変革推進フォーラム」は、デジタル変革とそれを支える５Ｇに関心を

有する東北の産学官の結節点となり、東北における５Ｇを活用したデジタル変革を推進す

るため、令和 2 年 11 月 19 日に発足した。 
会員は、本フォーラムの目的に賛同し、参加を希望する東北の企業、地方公共団体、

教育機関等としており、令和 4 年 8 月末現在で 125 者となっている。 
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主な活動 
・ 情報提供 

５Ｇや、５Ｇを活用したデジタル変革等に関する最新の動向に関する情報を、セミ

ナー開催、メール等により、会員に提供。 
・ ソリューション紹介・検討 

業種や地域に応じたソリューションやユースケース及びこれらによる新たな価値

の創出や課題解決などの変革の会員への紹介等。 
・ 検討支援 

５Ｇを活用したデジタル変革を検討している東北の企業、地方公共団体、教育機

関等の会員に対し、これらの検討を支援。 
・ 導入支援 

ローカル５Ｇを導入されようとする会員に、５Ｇ投資促進税制（法人税：税額控除

15％又は特別償却 30％、固定資産税：課税標準 3 年間 1/2）の適用や、ローカル５

Ｇ導入に必要な無線局免許申請を支援。 

・ セミナーの開催 

令和 3 年 6 月 22 日「ＩＣＴフェア in 東北２０２１ ～デジタル変革で東北の未来を

拓く～」において、「ローカル５Ｇの概要と今後の展開への期待」と題して、ローカル５

Ｇの導入事例を紹介。 
令和 4 年 1 月「東北５Ｇデジタル変革推進フォーラム オンラインセミナー － 電

波利用による地域活性化の推進 －」において、「ローカル５Ｇの普及展開に向けて」

及び「５Ｇ×スラックライン ニュースポーツから生まれる地方創生」と題した講演を
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実施。 
同年 3 月「５Ｇフォーラムオンラインセミナー」において、「ローカル５Ｇによる林業

イノベーション」と題した講演を実施。 
 
 
 
 
 
５G フォーラムオンラインセミナー 

「－ ローカル５Ｇによる林業イノベーション －」 

の模様 

 
 

２ 地域情報化の推進 

 
(1) 地域情報通信基盤の整備促進（高度無線環境整備推進事業等） 
① 高度無線環境整備推進事業（令和元年度～） 

５Ｇ・ＩｏＴ等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件が不利な地域において、

地方公共団体・電気通信事業者等が、高速・大容量無線局の前提となる光ファイバ等

の整備を実施する場合、その事業費の一部を補助する（電気通信事業者が公設設備

の譲渡を受け、５Ｇ対応等の高度化を伴う更新を行う場合も補助対象）。 
また、令和 3 年度からは、地方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管

理に要する経費に関して、その一部を補助している。 
なお、令和 3 年度に東北管内で事業を実施した団体は間接補助事業 1 団体（令和

元年度からの累計 29 団体）である。 
 
ア 高度無線環境整備推進事業 
〇事業主体 
・ 直接補助事業者：地方公共団体、第三セクター法人、一般社団法人又は一般

財団法人 
・ 間接補助事業者：電気通信事業者 

〇対象地域 
地理的に条件が不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島等）  

〇補助対象：伝送路設備、局舎(局舎内設備を含む)等 
〇補助率 
・ 離島：２／３（地方公共団体）、１／２（第三セクター法人、電気通信事業者） 
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・ 離島以外の条件不利地域：１／２（財政力指数０．５未満の地方公共団体） 
                     １／３（財政力指数０．５以上の地方公共団体・ 
                         第三セクター法人・電気通信事業者） 
 
イ 離島伝送用専用線設備維持管理事業 
〇事業主体 

離島を有する地方公共団体（都道府県、市町村及びそれらの連携主体） 
〇対象地域 

離島振興法第２条第１項の規定に基づき離島振興対策実施地域として指定さ

れた地域 
〇補助対象 

離島伝送用専用線設備の維持管理に係る収支差額（赤字の場合のみ） 
〇補助率  １／２ 

 

 
② 公衆無線ＬＡＮ環境整備事業（平成 28 年度～） 

緊急時の安心・安全を確保するための災害関連情報等を確実に入手することを可

能とするため、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）での公衆無線 LAN（Wi-Fi）環境

の整備を行うとともに、被災場所として想定され災害対応の強化が望まれる公的な拠

点（博物館、文化財、自然公園等）における Wi-Fi 環境の整備を行う地方公共団体等

に対し、その費用の一部を補助する。 
なお、令和 3 年度に東北管内で事業を実施した地方公共団体は 5 団体（平成 28 年

度から令和 3 年度までの累計 延べ 64 団体）である。 

〇事業主体 

財政力指数が 0.8 以下（3 か年の平均値）又は条件不利地域（※）の普通地方

公共団体・第三セクター 

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯 
〇補助対象 

無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備する場合に必
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要な費用等 
〇補助率 

１／２（財政力指数 0.4 以下、かつ条件不利地域の市町村は２／３） 

 

(2) 地域情報化の支援等 

① 地域情報化アドバイザー派遣制度 
ＩＣＴを地域の課題解決に活用する取組に対して、地方公共団体等から求めに応じ

て、ＩＣＴの知見、ノウハウを有する専門家（地域情報化アドバイザー）を派遣し、助言、

提言、情報提供等を行うことにより、地域におけるＩＣＴ利活用を促進し、活力と魅力あ

る地域づくりに寄与するとともに、地域の中核を担える人材の育成を図る制度である。 
令和 2 年度から、オンライン会議での支援を受けることが可能となっており、東北総

合通信局においても、オンライン会議での支援を含め、管内の地方公共団体等に対し

て積極的な活用を促している。 
令和 3 年度において東北管内で同制度を活用した地方公共団体等は、25 団体であ

る。 
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② 地域課題解決マッチング会 
地方公共団体等から応募のあった地域が抱える諸課題について、ＩＣＴソリューショ

ンを有する大学・企業等からの提案を受けて、その地域課題の解決の糸口を図る「地

域課題解決マッチング会」を平成 29 年度より開催している。 

令和 3 年度においては、オンラインでの配信により、地方公共団体等の 3 団体から

提出のあった 4 分野（公共サービス、統合型 GIS、教育、環境）で 4 件の地域課題に対

し、9 つの企業・団体から 12 件の提案についてマッチングを行っている。 
 

(3) 東北地域におけるオープンデータの実施状況、オープンデータリーダー等の人材育 

成の推進  

官民データ活用推進基本法第 11 条において、「国及び地方公共団体は、自らが保有

する官民データについて、個人・法人の権利利益、国の安全等が害されることのないよう

にしつつ、国民がインターネット等を通じて容易に利用できるよう、必要な措置を講ずるも

のとする」とされており、令和 4 年 6 月 28 日時点の全国の地方公共団体における取組

率は、約 71％（1,270/1,788 自治体）となっている(デジタル庁)。 

    

 

東北総合通信局では、オープンデータの取組推進など地域情報化の核となる人材の

育成を目的に、平成７年度から地方公共団体職員を対象として「地域情報化人材育成セ

ミナー」を実施しており、東北管内におけるオープンデータの取組済市区町村数は、次表

のとおりである(令和 4 年 6 月 28 日時点、デジタル庁オープンデータ取組済自治体資料

から)。 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 

40/40(100%) 12/33(36.4%) 13/35(37.1%) 11/25(44.0%) 13/35(37.1%) 58/59(98.3%) 
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(4) 各種会議等 

① 地域情報化推進会議 

地方公共団体の情報化推進担当者向け、総務省ＩＣＴ関連重点施策及び東北各県に

おけるＩＣＴ利活用の取組事例の紹介等を実施している。 
なお、例年各県ごとに開催してきたところ、令和 2、3 年度はオンライン形式により六

県合同開催とした。 
  

② ＩＣＴフェア in 東北 

東北総合通信局では、毎年、情報通信月間（5 月 15 日～6 月 15 日）の取組の一環

として、東北情報通信懇談会等との共催で、「ＩＣＴフェア in 東北」を開催し、最新の情報

通信政策の動向、ＩＣＴ利活用情報などに関する講演や情報通信システムの展示等を

行っている。 

16 回目となる令和 3 年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和 3 年 

6 月 22 日（火）に、「ＩＣＴフェア in 東北 202１」と題して、令和 2 年度に引き続き、特設サ

イトを開設しオンライン配信で実施した。 

「デジタル変革で東北の未来を拓く」というテーマで、有識者の方々を集めたシンポジ

ウム形式により開催した。具体的には、地方創生をテーマとした基調講演、地域課題解

決・地域活性化×ＩＣＴ・ＤＸをテーマにした 3 つの講演、そしてローカル５Ｇの普及展開・

東北発ＩＣＴスタートアップの人材育成等をテーマにした、講演・事例紹介・パネルディス

カッションを実施した。 

また、企業や研究機関等に協力いただき、５Ｇ、ＡＩ （人工知能）、ＩｏＴ (Internet of 

Things) などを含め、様々な ＩＣＴに関する展示をオンラインで配信した。 

「ＩＣＴフェア in 東北 2021」の映像は、終了後も 令和 3 年 8 月 31 日（火）までオンライ

ンで配信した。 

本フェアにおけるセミナー及び展示の視聴回数は、延べ約 3,500 回だった。 

 

 「ＩＣＴフェア in 東北 2021」の模様 
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③ 地域ＩＣＴ／ＩｏＴ実装推進セミナー 

ＩＣＴ／ＩｏＴの利活用により地域の課題解決に取り組んでいる地方公共団体の事例を紹介

し、他の地域でのＩＣＴ／ＩｏＴ利活用の普及、促進を図る目的で実施している。 
なお、令和 3 年度は「ＩＣＴフェア in 東北 2021」の開催と併せて、オンライン形式（ライ

ブ・オンデマンド）により実施した。 

 

④ 地域情報化所管省庁合同説明会 

地方公共団体の情報化担当職員及び情報関係企業を対象として、総務省、農林水

産省、経済産業省、国土交通省の各省庁で推進する地域情報化関連施策の説明会を

毎年宮城県仙台市において開催している。令和 3 年度で 25 回目の開催となった。 

令和 3 年度は、令和 2 年度に引き続き、11 月 10 日にオンライン配信により開催し、

130 名を超える参加申し込みがあった。説明会では、最初に、令和 3 年 9 月に設置され

たデジタル庁より、「我が国のデータ戦略」と題して、政府のデジタル政策に関する最新

動向について特別講演を行った。その後、各省庁の担当者から、各省庁が進めている

施策の紹介や令和 4 年度概算要求内容の説明を行った。その後 11 月 17 日までの 1

週間オンデマンド配信を行い、動画再生数は 400 回、資料閲覧数は 600 回を超えた。 

 

地域情報化所管省庁合同説明会の模様 

 

 

３ 放送政策の展開 

 

(1) 放送コンテンツの海外展開 

① 放送コンテンツ海外展開強化事業 

総務省では、ローカル放送局等と、自治体、地場産業等の関係者が幅広く協力し、

ポストコロナも見据え、地域の魅力を紹介する放送コンテンツを制作、海外発信する取

組への支援等を行うことにより、コロナ禍による影響が深刻化している地域の活性化を

図っている。 
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■令和 2 年度補正予算及び令和 3 年度予算：放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業 

     東北管内の採択案件 

 

対象国・地域 申請者 番組概要 

台湾 
青森朝日放送

株式会社 

現地人気番組で、高品質なリンゴを生み出す青森県の農家

が生産にかける愛情と努力、リンゴを生み出す青森の魅力

を発信。 

シンガポール 
株式会社青森

テレビ 

現地と連携した新たな産業開発への挑戦をコンセプトに、シ

ンガポール市場に挑む海峡サーモンなど、青森の取り組み

を発信。 

台湾 
株式会社秋田

放送 

「近所のあきた」をコンセプトとして、「大曲の花火」を中心に

自然・物産・温泉・グルメなど大仙市の魅力を発信。 

タイ 
株式会社テレ

ビ岩手 

りんごや水産物を中心とした岩手の名産品をタイへ送り人気 

MC が実食、観光名所の紹介と合わせて、岩手県の魅力を

発信。 

タイ 
株式会社テレ

ビユー山形 

「山形牛」と「さくらんぼ」をタイの人気 MC が実食、銀山温

泉など人気の高い観光名所の情報と共に、山形の魅力を発

信。 

香港 
株式会社テレ

ビユー山形 

日本で初めて県単位で GI 登録となった山形の日本酒の旨

さと魅力を取り上げる。併せて山形の雄大な自然や食の情

報も発信。 

台湾 
株式会社東日

本放送 

在日台湾人インフルエンサーが、宮城・岩手・福島に存在す

る台湾ゆかりのモノを発掘しながら、グルメや文化を紹介。 

台湾 
株式会社山形

テレビ 

「癒し」をテーマに、置賜・村山・庄内・最上４つの地域に根付

く自然・文化・食を取り上げ、山形ならではの体験価値を発

信。 

インドネシア 
山形放送株式

会社 

インドネシアの人気 CGI アニメーションキャラクターたちが

東北 6 県のスマート農業・ハラール食品・忍者文化・果物を

紹介。 
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② 映像コンテンツを活用した地域情報発信 
総務省では、令和 3 年度に、放送・動画配信による効果的な発信方法の検証等を目

的として、自治体等の情報発信主体とローカル局等のコンテンツ制作・発信者とのマッ

チングを通じた映像コンテンツ制作・発信を行う調査事業を実施した。実施に当たって

は、情報発信主体とコンテンツ制作・発信者の公募を行い、外部有識者による評価を経

て、全国で 18 件の事業企画が選定された。 
 

■映像コンテンツを活用した地域情報発信調査事業 
東北管内の選定案件 

対象国・地域 
上：情報発信主体名   

下：コンテンツ制作・発信者名 
番組概要 

台湾 
・青森県弘前市 

・株式会社青森テレビ 

弘前市が誇る観光資源・産品である「ラッセ

ル車・雪遊び・アップルパイ」の魅力を発信。 

フランス 
・秋田県大仙市 

・秋田テレビ株式会社 

日本最高峰の大曲の花火の魅力を、花火師

の技術や情熱、日本の花火の美しさを通して

発信。 

フランス 

・一般社団法人 DEGAM 鶴岡

ツーリズムビューロー（山形県

鶴岡市） 

・株式会社テレビユー山形 

出羽三山の神事や修験道を受け継ぐ人々の

姿や言葉、その根底にある「祈り」や「サス

ティナビリティ」に焦点をあてて発信。 

 

(2) 新４K８K 衛星放送 

平成 30 年 12 月に始まった「新４Ｋ８Ｋ衛星放送」について、一般視聴者における理解、

関心の向上を図るため、東北総合通信局主催のイベント・セミナー等の機会を捉えて、超

高精細コンテンツの魅力や楽しみ方を積極的にアピールしている。 

また、受信方法の周知を行うとともに、衛星放送用受信環境整備事業（中間周波数漏

洩対策事業）として、他の無線サービス等に影響を与えるおそれのある衛星基幹放送用

受信設備の改修に対し、所要経費の一部を助成することにより、戸別の衛星放送受信設

備に懸念される電波障害防止のための支援等の受信環境の整備促進を図った。 

 

(3) ＢＳ放送の右旋帯域再編 

衛星基幹放送の高画質化等に係る対応として、空き帯域を活用するため、令和元年 11

月に新たな衛星基幹放送事業者を認定し、当該衛星基幹放送事業者等の放送開始に向

け、令和 3 年 2 月から 6 月にかけて一部のＢＳチャンネルにおいて周波数変更を伴う右

旋帯域再編（帯域縮減及びトランスポンダ移行）が行われた。 
この帯域再編では、一部の有線一般放送事業者やその視聴者に影響を与える可能性

があったが、総務省や受信機メーカー、関係団体等が協力して設備改修対応を行うととも
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に、視聴者への周知を行うことで、円滑に帯域再編が完了した。 
 

４ テレワークの推進 

 

(1) テレワーク導入に向けたセミナー 

新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて全国的にテレワークの活用が進む一方で、

東北地方は全国と比べてテレワークの実施率が低い状況にある中、管内の中小企業や

地方公共団体等を対象として、テレワークの導入を検討いただく機会を提供することを目

的としてオンラインセミナーを開催した。 
・「テレワークセミナー －テレワークの導入からその活用まで－」 

令和 3 年 11 月 17 日（水）開催 約 50 ログイン 
 

(2) テレワーク導入相談会 
「テレワーク・サポートネットワーク事業」の一環として、東北管内の商工会議所等と協

力し、専門家によるセミナーを実施した。計 14 回開催し、72 名の申し込みがあった。 

 

（注）テレワーク・サポートネットワーク事業 

全国各地域の中小企業等へのテレワーク導入促進のため、地域の中小企業を支える団体と協

力し、テレワークの相談・問合せ対応や、相談会等を実施することで、各地域におけるテレワーク

の導入をサポートするもの。 

 
５ サイバーセキュリティに関する取組 

東北総合通信局では、サイバーセキュリティの強化を図るため、平成 30 年 7 月よりサイ

バーセキュリティ室を設置し、次の対策を取り組んでいる。 
 

(1) 東北地域サイバーセキュリティ連絡会 

東北総合通信局では、東北地域におけるサイバーセキュリティに対する普及啓発・人

材育成等に向けた取組を、産学官が連携して行うことを目的として、東北経済産業局と

「東北地域サイバーセキュリティ連絡会」を令和 3 年 10 月 28 日に設立した。 

令和 3 年度は、メールによる会員向け情報提供のほか、東北地域の企業や地方公共

団体等のサイバーセキュリティ対策の普及啓発を図るため「東北地域サイバーセキュリ

ティセミナー」を 12月に、企業・団体の経営層・マネジメント層やセキュリティ担当者向けに

「サイバーインシデント演習 in 東北」を令和 4 年 2、3 月に開催した。 
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(2) 実践的サイバー防御演習（CYDER） 

東北総合通信局では、情報通信研究機構（NICT）を通じ、国の機関、指定法人、独立

行政法人、地方公共団体及び重要インフラ事業者等の情報システム担当者等を対象とし

た体験型の実践的サイバー防御演習を実施している。 

受講者は、チーム単位で演習に参加し、組織のネットワーク環境を模した大規模仮想

LAN 環境下で、実機の操作を伴ってサイバー攻撃によるインシデントの検知から対応、報

告、回復までの一連の対処方法を体験する。 

令和 3 年度は、東北総合通信局管内で計 9 回の演習が実施された。 

 

 
 

 

 

 

 

 

東北地域サイバーセキュリティ連絡会の概要 

ＣＹＤＥＲ演習イメージ 
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(3) サイバーセキュリティセミナー 

東北総合通信局では、企業、地方公共団体、団体における管理面からのサイバーセ

キュリティ対策の重要性を周知・啓発することを目的として、毎年セミナーを開催している。  

令和 3年度は、（１）の活動の一環としてオンラインで開催し、国立研究開発法人情報通

信研究機構サイバーセキュリティ研究所、総務省サイバーセキュリティ統括官室及び株式

会社ハイテックシステムから講師を迎え、サイバーセキュリティの最新情報の提供を実施

した。 

 
(4) 各県警との連携強化 

東北総合通信局は、各県警本部が事務局を務めるサイバー関係協議会と連携し、情

報交換や総会等において総務省のサイバーセキュリティの取り組みを紹介するなど、サイ

バー犯罪防止の一翼を担っている。令和 3 年度においては、秋田県サイバー防犯連絡協

議会総会、福島県ネットワーク・セキュリティ連絡協議会総会、青森県インターネットプロ

バイダ防犯連絡協議会及び山形県インターネット防犯連絡協議会総会において説明を

行った。 

 
６ 電波利用に関する制度等 

 

(1) 電波利用料制度 

総務省では、混信や妨害のないクリーンな電波環境を維持するとともに、無線局の急

増に対応する許認可事務の機械化や効率化を図ることで電波の適正な利用を確保する

ため、平成 5 年度から電波利用料制度を導入している。 
電波利用料は、放送事業者が開設する放送局、電気通信事業者が開設する基地局や

固定局、個々の方々が開設するアマチュア無線局など原則として全ての無線局が負担対

象となっている。携帯電話についても、1 端末当たり年額 170 円の電波利用料を各携帯電

話事業者が負担している。       

電波利用料制度は、3 年ごとに、見直しが行われるもので、令和 4 年 6 月 10 日に改正

電波法が公布され、電波利用料に関する改正については、平成 4 年 10 月 1 日から施行

された。 
なお、令和 3 年 1 月 21 日から、電波利用料の支払が困難になった場合に、電波利用

料の支払猶予（納付期限から１年までの延長）が可能となっている。 
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(2) 周波数再編の推進 

総務省は、電波資源の有効利用の促進と新たな電波利用システムの導入や周波数の

需要に対応するため、毎年実施する「電波の利用状況調査」の評価結果に基づく具体的

な周波数の再編を円滑に進めるため、「周波数再編アクションプラン」を策定し、公表して

いる。 
周波数の移行・再編サイクル 

 
平成 31 年 4 月に第５世代移動通信システム（５Ｇ）の導入のための特定基地局の開設

計画を認定し、新たに 3.6～4.1GHz 及び 4.5～4.6GHz の 600MHz 幅、27～28.2GHz、29.1

～29.5GHz の 1600MHz 幅の計 2200MHz 幅を５Ｇ用周波数として割当てを行った。 

また、令和元年 12 月には 2 8.2～28.3GHz の 100MHz 幅を、令和 2 年 12 月には 4.6～

4.9GHz 及び 28.3GHz～29.1GHz の 1100MHz 幅をローカル５Ｇ用周波数として割当てを

行った。 

さらに、放送業務及び公共業務が使用していない場所及び時間帯で周波数を共用する

2.330GHz から 2.370GHz の 40MHz 幅を５G 用として携帯電話事業者 1 社に割り当てるた

め、特定基地局の開設計画の認定申請を令和 4 年 2 月 28 日から同年 3 月 31 日までの

間で受け付け、その間に申請のあった１者について 5 月 18 日に認定を行った。 

今後も、「Society5.0」の実現に向け、その重要な基盤となる電波の有効利用を図ること

としており、一層の周波数有効利用の促進が見込まれる。 

なお、周波数再編のため、周波数移行を要する無線局は、次のとおりである。 

 

無    線    局 移 行 期 限 
アナログ簡易無線（350MHz 帯及び 400MHz 帯） 令和 6 年 11 月 30 日 ※ 

3.4GHz 帯音声 STL/TTL/TSL 及び監視・制御回線 令和 6 年 11 月 30 日 

3.4GHz 帯音声 FPU 令和 6 年 11 月 30 日 

FPU：Field Pickup Unit              STL：Studio to Transmitter Link 

TTL：Transmitter to Transmitter Link     TSL：Transmitter to Studio Link 
※新型コロナウイルス感染症による社会経済等への影響を考慮し、令和 3 年 9 月 1 日に移行期限を令和 6
年 11 月 30 日とする関係省令の改正を行った（改正前の移行期限は、令和 4 年 11 月 30 日）。 
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■ 令和３年度の「周波数再編アクションプラン」で示された重点的取組 

 (1) 公共業務用周波数の有効利用の促進 

   国や自治体等が使用する公共業務用無線局（電波利用料の減免を受けているもの）のう

ち、「多用途での需要が顕在化している周波数を使用するシステム」と「アナログ方式を用いて

いるシステムについて２年周期で実施する電波の利用状況調査のみならず、当面の間は当該

調査を保管するフォローアップを毎年実施 等 

(2) 5G 等の普及に向けた対応 

ダイナミックな周波数教養の適用を含め、2.3GHz 帯、2.6GHz 帯、4.9GHz、26GHz 帯、

40GHz 帯及びその他の WRC-19 において IMT 特定された周波数において、同一および隣

接帯域の既存無線システム等への影響に配慮しつつ、移動通信システムへの追加割当てに

向けた検討を推進 等 

(3) 無線 LAN のさらなる高度化等に向けた対応 

無線 LAN の 6GHz 帯（5925～7125MHz）への周波数帯域の拡張に係る技術的条件につ

いて、令和 3 年ころまでに情報通信審議会において一部答申を得る 等（令和４年４月 19 日

に一部答申） 

(4) 衛星通信システムの高度利用に向けた対応 

   令和 5 年以降実現が期待される 1.7GHz 帯/1.8GHz 帯携帯電話向け非静止衛星通信シ

ステムについて、周波数共用に係る技術的条件について必要な検討を実施 等 

(5) その他の主な周波数再編、移行等の推進 

   200MHz 帯公共ブロードバンド移動通信システムについては、引き続き利用拡大に向け、

公共安全 LTE との相互補完により、非常災害時等に通信が途絶したエリアにおいて通信機

能を確保するための技術的検討の実施 等 

(6) Beyond 5G の推進 

「Beyond ５G 推進戦略 -6G へのロードマップ-」（令和 2 年 6 月）に基づき、導入が見込ま

れる周波数帯の検討を推進する他、テラヘルツ波といった高周波数帯域における技術開発

等を推進するため、簡素な手続きにより使用できる仕組みについて令和 4 年度中を制度整

備 

 
(3) 電波の利用状況の調査・公表制度 

総務省では、ＩＣＴの進展に伴う電波需要の増大が今後も予測されることから、より最適

な周波数配分を促進していくため、平成 14 年度から電波の利用状況を調査し、その調査

結果を公表している。 
電波技術の進展や電波利用の多様化が一層広がる中で、令和 2 年度からはより実情

に近い利用状況を迅速に把握することができるよう、「3 区分・3 年周期」から「2 区分・2 年

周期」（①714ＭＨｚ以下、②714ＭＨｚを超える周波数）への見直し、周波数の共用や移行

等の可能性の検討のため、必要と認める周波数帯について、無線局ごとその他必要な限

度における詳細な調査（重点調査）の実施を可能とする調査の方法に改訂された。 
評価の方法に関しては、重点調査対象の電波利用システムについて、電波の利用時

間、地域等の指標別の利用の度合いによる評価を実施するとともに、評価に当たって、調

査結果等の分析によるほか、電波利用システムの社会的重要性等も考慮した総合評価

とすることとした。 
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令和 3 年度の調査・公表は、714ＭＨｚ超の周波数を利用する無線局（全国で 38,678 局。

うち東北管内約 3,237 局。）を対象に行った。 
 

 

 

(4) 旧スプリアス規格の無線設備の対応 

世界無線通信会議(ＷＲＣ)において、無線通信規則（ＲＲ：Radio Regulations）のスプリ

アス発射（必要周波数帯の外側に発射される不要な電波）の強度の許容値が改正された

ことに伴い、総務省では、平成 17 年に無線設備規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第

18 号）を改正し、新たな許容値（新スプリアス値）に基づく規制を実施している。 

 

経過措置として、旧スプリアス規格の無線設備については当分の間(※)旧許容値の適

用を可能となる措置を講じ、新スプリアス値への移行を促進している。 
旧スプリアス規格の無線設備の対応等に関する具体的な手続については、電波利用

ホームページ（http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/others/spurious/index.htm） に詳しく

掲載している。 
 
東北総合通信局では、上記対策を推進するために局内に対策連絡会を置き、所管免

許人等への周知説明、問合せ対応や移行状況の進捗確認等を行っている。 
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※ これまでに国内の約 276 万局（携帯電話等包括免許を除く。）のうち、約 8 割は新

スプリアス規格への移行が行われているが、新型コロナウイルス感染症による社会

経済への影響等により、新スプリアス規格への移行に遅れが生じることが想定され

る。 
このような社会経済情勢に鑑み、令和 3 年 8 月 3 日に関係法令及び告示の一部

改正を行った。 
【改正の概要】 
・経過措置の期限を「令和 4 年 11 月 30 日」から「当分の間」とする。 

・新スプリアス規格に移行していない無線局の使用は、令和 4 年 12 月 1 日以降、他

の無線局の運用に妨害を与えない場合に限り、使用することができる旨の条件を

設ける。       
 

(5) 電波利用推進東北フォーラム 

東北地域における産・学・官関係者で構成する「電波利用推進東北フォーラム」を平成

16 年 3 月にスタートさせ、「電波利用推進セミナー」の開催等により電波政策、無線システ

ム及び電波利用アプリケーションに関する情報提供を行っている。また、メールニュース

(毎月)の発行や電波利用に関する要望や相談に対応している。 
 

(6) 特定実験試験局で使用できる周波数の選定 

技術革新の激しい情報通信の分野において、迅速な技術開発・製品化のため無線シス

テムの実験試験局を早期に開設したいというニーズに応えるため、使用可能な周波数等

をあらかじめ公示することにより、短期(1～2週間)で実験試験局の開設ができる特定実験

試験局制度を平成 16 年 3 月に創設している。 

使用可能な周波数等を事前に公示するものであり、周波数等の利用ニーズの把握等

のため周波数コーディネータ派遣をはじめとした調査及び要望への対応の中から周波数

等の選定を行っている。 

使用可能な周波数等は毎年見直しを行い、新たに告示（毎年 7 月 1 日施行）している。

(国家戦略特別区域で使用する周波数等、使用期限があらかじめ一定期間に定まってい

る周波数等は別に告示。) 

この制度を活用し、５Ｇの実証実験、移動体用ミリ波帯の伝搬実験や新たな通信システ

ムの開発のための伝送実験などが行われている。 

東北総合通信局では、制度の周知・説明を、大学・高等専門学校等研究機関への訪問

や実験試験局開設の相談対応の機会を捉えて行うとともに、周波数の選定時には、運用

中の無線局及び新たな無線局開設の要望のあった機関から計画を聴取するなど選定調

査を行い、当該周波数の選定に反映している。 

東北管内では、これまでに当該制度を活用して 49 局の特定実験試験局が開設されて
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おり、令和 3 年度末現在、4 局の特定実験試験局が運用されている。 

 

(7) 技術基準適合証明未取得機器を用いた実験等の特例制度の整備 

電波を発射する機器を使用するためには、他の無線機器に混信などの悪影響が生じ

ないよう、原則として、電波法に定める技術基準への適合を事前に確認することとされて

いる。 
このため、比較的送信出力が小さな実験用に開設する無線設備であっても、無線局の

開設者自らが技術基準に適合する無線設備の証明（技術基準適合証明）を取得するか、

実験試験局の免許の取得を行うことが必要であった。 
しかし、手続等に要する時間や費用負担の面から、特に短期間の実験等に供する無線

局については開設を断念するケースもあり、国内外から新たな技術やアイデア等を取り入

れ、革新的な新製品やサービスの開発の折角の機会を逸することになっていた。 
そのため、総務省では、令和元年度、総務大臣が指定する実験の用に供する無線局を

開設しようとする際には、届出を行うことにより、届出があった日から最長 180 日間に限り、

実験等を行う無線局として免許を受けずに開設できる特例制度を整備した。 

 

この特例制度は令和元年 11 月 20 日に運用が開始され、令和 2 年 5 月からは Web 上

での届出が可能となった。令和 3 年度末までに、11 件 12 局の無線設備(Wi-Fi、 
Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ規格等)の届出が行われ、迅速な試験研究等の展開実施に制度が活用されて

いる。 
 

(8) 登録検査等事業者制度 

「登録検査等事業者制度」は、総務大臣の登録を受けた登録検査等事業者が、無線設

備等の検査（又は点検）を行い、免許人から当該検査（又は点検）の結果を記載した書類

の提出があったときは、本来必要となる無線局の定期検査等について、無線局の定期検

査の全部省略、又は新設検査、変更検査及び定期検査の一部を省略することができると

いう制度である。 
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登録検査等事業者には、無線局の無線設備等の定期検査に係る検査及び無線局の

無線設備等の新設検査、変更検査及び定期検査に係る点検を行う事業者と、無線設備

等の点検のみを行うことができる事業者の 2 種類がある。 

令和 3 年度末の東北管内の登録検査等事業者数は 182 事業者（そのうち検査と点検

を行うものは 5 事業者）である。 

平成 23 年度から登録検査等事業の適正な事業実施の確保のため、従来の不正な実

施の疑いがある場合の立入検査（臨時検査）や報告徴収のほか、法令の規定に基づき適

正に登録検査等業務が実施されているかを確認する立入検査（通常検査）を、全ての事

業者に対し、5 年に 1 度実施している。 

また、過去 5年間に本制度に違反した管内の 1事業者に対し、業務停止命令等の行政

処分を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(9) 医療機関における適正な電波利用の実現 

① 電波環境協議会「医療機関における電波利用推進部会」 
電波環境協議会※は、「医療機関における電波利用推進委員会（平成 29 年までは電

波利用推進部会）」を設置し、医療機関における適正な電波利用の実現に向けた検討

を行っており、総務省は、厚生労働省とともにこの活動に対し積極的に貢献している。 
※ 電波による電子機器等への障害を防止・除去するための対策を協議するための学識経験者、関係省

庁、業界団体等により構成された協議体。総務省が構成員として参加している。 

 

同委員会（部会）でのこれまでの検討結果に基づいた「医療機関において安心・安全

に電波を利用するための手引き」が平成 28 年 4 月に発行され、平成 30 年 4 月には同

手引きの内容を紹介した動画及び e-learning 教材（基礎編、応用編）が公開された。 

なお、令和 3 年 7 月には手引きの改定版が公開された。 
手引き改定版等    https://www.emcc-info.net/medical_emc/info20210700.html 

動画・e-learning 教材 https://www.emcc-info.net/medical_emc/info300410.html 

 

 

登録検査等事業者制度の概要 
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また、医療関係者に対し理解を深めていただくため、次の資料が公開されている。 

医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引きーエッセンス版ー 
https://www.emcc-info.net/medical_emc/202107/medical_guide_rvsn_esse.pdf 
医療機関における電波利用機器に配慮した建築ガイドラインーエッセンス版ー 
https://www.emcc-info.net/medical_emc/pdf/21-101-04_build_guide_es.pdf 
医療機関における安心・安全な電波利用のためのエリア別の対策実施例 
https://www.emcc-info.net/ 

medical_emc/202107/medical_guide_rvsn_byarea.pdf 
 
 

他にも、医療機関の関係者、通信事業者、医療機器製造販売業者等が連携して、医

療機関における安心・安全な電波利用環境を整備する際に参照できるよう、以下に関

する内容について情報提供を行っている。 
ア 電波利用機器（医用テレメータ／無線 LAN／携帯電話／その他の機器）のトラブル

事例や対応策等 
イ 医療機関において電波を管理する体制等の整備 

 
② 東北地域の医療機関における電波利用推進協議会 

東北総合通信局は、「医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引き」

の周知をはじめとした、医療機関における安全な電波利用の一層の普及促進を図るた

め、医療等の電波関係者が連携し、平成 29 年 9 月に「東北地域の医療機関における

電波利用推進協議会」を設立し、ヒヤリハットやベストプラクティス事例等の紹介や構成

員相互の意見交換を行っている（座長：東北文化学園大学 工学部臨床工学科 相澤

康弘 学科長教授）。 
令和 3 年度は、9 月 25 日に「東北地域の医療機関における電波利用推進協議会」

及び臨床工学技士等の医療関係者を対象とした説明会を開催した。これらの会合は、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、オンライン方式により開催し

た。 
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東北総合通信局は、電波環境協議会、東北地域の医療機関における電波利用推進

協議会との協働により、医療関係者向けの説明会開催や課題解決のための勉強会へ

の講師派遣（ハンズオン支援）、パンフレットの配布等を通して、医療機関において安

心・安全に電波を利用するための情報提供やアドバイス等の活動を行っている。 
 

(10) 受信障害対策 

近年の電波利用の拡大、パソコンや受信ブースター等各種電子機器からの電気的雑

音、更には不法無線局から発射される電波等によって、放送波の受信に影響を与える事

例が発生している。 
なお、地上デジタル放送になってから、放送波同士のデジタル混信やタクシー波からの

混信事例も発生している。 
その他に、携帯電話に使用する 700ＭＨｚ帯からの混信事例も発生している。 
また、都市部では高層建築物によるテレビ電波の遮断による受信障害も問題となって

いる。地方部においては、風力発電設備によるテレビ電波の遮断による受信障害も問題

となっている。 
 
東北総合通信局では、こうした受信障害の解消のため、相談や申告窓口として受信障

害対策官を設置する等、電波監視･調査部門や東北受信環境クリーン協議会（東北管内

の放送事業者、無線局免許人、地方公共団体、家電販売店などで構成され、令和 3 年度

末現在で 151 団体が加盟）等と連携を図りながら受信環境の保護を推進している。 

毎年 10 月の「受信環境クリーン月間」において、東北受信環境クリーン協議会と連携し

て周知啓発、広報活動及び受信障害の相談対応を行っている。 
また、東北受信環境クリーン協議会では、受信環境クリーン中央協議会が主催する「受

東北地域の医療機関における 
電波利用推進協議会 

説明会 （加納 隆 講師） 
医療機関における安心・安全な電波利用 

～手引き（改定版）の概要～ 
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信環境クリーン図案コンクール」を実施し、電波障害防止に関する知識等の普及を図って

いる。 
なお、令和 3 年度に寄せられた受信障害（地上デジタル放送関係も含む）の申告件数

は 345件であり、その原因の 43％が自己受信設備不良（150件）によるものとなっている。 

 
７ 不法・違反無線局対策 

 

(1) 電波監視 

総務省は、無線局等の電波の発射源を探知することを目的として、ＤＥＵＲＡＳ（デュー

ラス：電波監視システム）を全国にある各総合通信局管内に整備している。 
東北総合通信局は、局内にあるセンタ局から、管内各地（38 市町 46 ヶ所）に設置した

センサ局の受信機能や方位測定機能等を遠隔制御して、電波の発射源を特定し、不法・

違反無線局対策を効率的に行っている。 
また、電波の監視では、電波利用の実態や利用状況を把握することができるため、免

許等の許認可事務にも活用されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度第 54 回「受信環境クリーン
図案コンクール」で総務大臣賞を受賞
した、宮城県石巻市立蛇田中学校３年 
苅和野那奈さんの作品 
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  ■東京２０２０オリンピック競技大会及びパラリンピック競技大会への対応 

令和 3年 7月 19日（月）から 8月 5 日（木）までの間、東京２０２０オリ

ンピック競技大会の会場である福島あづま球場（福島県福島市）、宮城スタジ

アム（宮城県利府町）及び茨城カシマスタジアム（茨城県鹿嶋市）に職員を派

遣し、競技場会場内及びその周辺の電波監視を実施した。 

東北総合通信局センタ局（宮城県仙台市）でも、遠隔方位測定設備（DEURAS）

により、大会の運営に必要な無線通信に加えて、放送業務・治安の維持等の重

要な無線通信に対する混信・妨害を監視した。 

大会期間中、大会の運営に支障となるような電波の混信・妨害はなかった。 

また、8 月 21日（土）から 9月 6 日（月）までの間、東京２０２０パラリ

ンピック競技大会においても、会場となる幕張メッセ（千葉県千葉市）に職員

を派遣し、関東総合通信局とともに競技場会場内及びその周辺の電波監視を

実施した。 

 
(2) 捜査機関等との連携 

車両や船舶に設置された不法・違反無線局対策の一環として、管内の警察署や海上

保安部署等の捜査機関との「共同取締り」、他の行政機関との「合同取締り」を実施してい

る。 
令和 3 年度は、共同取締りを計 11 回実施し、違反行為者を 1 名摘発した。 

 

 

 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第二章〉 

第二章 東北地域におけるＩＣＴ政策の動向  66 
 

 

(3) 申告処理の迅速化と適切な対応 

無線局への混信妨害及び各種電子機器等からの不要な電波による障害等、利用者か

らは様々な申告相談が寄せられている。最近の障害原因としては、太陽光発電システム

から発生した直流電力を交流電力に変換する機器（パワーコンディショナー）からのノイズ

など、電源部に起因するものが多く見られる。 

また、東日本大震災復興（除去土壌輸送業務）、令和元年東日本台風災害復旧業務等

に携わる大型自動車（トラック、ダンプカー）の増加に伴う、アマチュア無線設備を使用した

不法無線局開設、運用違反（ノーコール、使用区別違反）等の申告、並びに外国規格の

無線機をネット通販等で購入する場合の相談が増えている。 

これらの要因により、令和 3 年度の申告件数は 260 件(重要無線通信妨害：11 件、一

般無線局混信：199 件、電磁環境：50 件)に上った。これらの申告に対しては、ＤＥＵＲＡＳ

の活用や現地調査等によって、迅速かつ適切に対応している。 

 

(4) 電波法令違反に対する行政処分 

電波法に違反した者に対しては、無線

局の運用停止や無線従事者の従事停止

の行政処分及び文書指導などの行政指

導を行い厳正に対処している。 

 令和 3 年度は、行政処分 4 件と文書

指導 26 件を行った。 

 

※行政処分の事例 
・  第四級アマチュア無線技士の無線従事者資格を有する者が免許を受けずにアマ

チュア無線局を開設（電波法第４条違反）したことに対し、その業務への 19 日間の従

事停止とした。 

・  無線航行移動局（レーダー）の無線局並びに第三級海上特殊無線技士及び第四
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級アマチュア無線技士の無線従事者資格を有する者が、免許を受けずに特定船舶

局及びアマチュア無線局を開設（電波法第４条違反）したことに対し、無線航行移動

局の無線局については 63日間の運用停止、及び無線従事者（第三級海上特殊無線

技士及び第四級アマチュア無線技士）についてはその業務への 63 日間の従事停止

とした。 

 

(5) 電波利用環境保護のための周知啓発  

① 電波利用環境保護周知啓発強化期間 
不法無線局の開設運用等、電波利用ルール違反の未然防止を図るため、毎年 6 月 

1 日から 10 日までの間を「電波利用環境保護周知啓発強化期間」として、周知啓発活

動を行っている。 
令和 3 年度は「守って！電波のルール。」をキャッチフレーズに、東北管内の地方公

共団体や公共工事現場事務所等の協力を得て、各地の公共施設や道の駅に対しポス

ターの掲示や広報誌への記事掲載を行った。 
また、令和 4 年 2 月には東北管内主要駅構内でのデジタルサイネージ放映、ＪＲ車

内広告、ラジオＣＭにより一般に対する広報を行った。 

         

 
② 電波の安全性に関する説明会 

近年、携帯電話、ワイヤレスカード、電子タグ、スマートメーター、キーレスエントリー

等の無線システムが日常生活の中で身近なところで利用される機会が増大している。 
また、５Ｇ等新たなシステムの急速な普及に伴い、電波が人体へ及ぼす影響につい

ての相談が寄せられている。 
東北総合通信局では、 電波防護指針の説明や生活の中で感じる不安等、電波の安

全性に関する相談に応じているほか、生体電磁気学等の専門家等による「電波の安全

性に関する説明会」を開催している。 
令和 3 年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、オンライン

方式により 12 月 9 日に開催した。 

仙台駅 DATE VISION（165 インチモニタ－)  仙台駅デジタルサイネージ 
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③ 公共工事現場等における周知啓発 
建設工事を発注する国の機関や地方公共団体等との協力と連携の下、大型車両を

使用する業界団体への周知啓発及び工事現場に出入りする運送車両の運転者や工

事現場監督者等に対して、不法・違法無線局を使用しないよう指導している。 

     
④ 電波適正利用推進員制度の推進 

電波適正利用推進員制度は、電波の適正な利用に反する行為を未然に防止する活

動や混信・妨害に関する相談等の比較的平易な業務について、一定の無線通信に関

する知識や経験等を有する民間ボランティアに委嘱し、草の根レベルからの電波利用

環境の保護・改善を図るため、平成 9 年度から導入された制度である。 

 

東北管内では、令和 4 年 4 月現在で、62 名が電波適正利用推進員として委嘱され、

それぞれの地域で、次の活動を行っている。 
○ 電波の適正な利用等の電波に関する知識について周知啓発を行うこと。 
○ 混信その他の無線局の運用を阻害する事象及び電波の安全性に関し、相談を受

け、相談窓口の紹介をする等の助言を行うこと。 
○ その他電波の適正な利用について東北総合通信局に対し必要な協力を行うこと。 

説明会 （平田 晃正 講師） 
身のまわりの電波からの人体防護 
～５Ｇに関連する話題を中心に～ 

令和 3 年度福島地方環境事務所 

作業適正化・安全対策等協議会 

第 2 回講話会への講師派遣 

「工事現場における電波法令違反の 

未然防止のために」 
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第３節 情報通信の安心・安全な利用のための消費者支援 
 
１ 総合通信相談所 

東北総合通信局は、情報通信に関する相談窓口として平成3年から総合通信相談所を

設置し、外部からの情報通信に関する問い合わせ、要望、意見等に対応している。 

令和3年度における問い合わせ等の件数は1,271件（対前年度比19件減）であり、分野別

の内訳は、電気通信サービス関係が461件、放送受信障害・地上デジタル放送関係が345

件、混信等申告が210件、電磁環境関係が50件、一般的な相談・問い合わせが205件と

なっている。 

電気通信サービスの多様化・複雑化や情報通信機器の高度化により情報通信に関する

問い合わせ等は例年と変わらず多い。情報通信の利用者が安心・安全に利用できる環境

を確保・維持するため、引き続き消費者対応など相談業務の充実を図ることが重要である。 

   

２ 電気通信サービスに関する消費者支援の充実 

 

(1) 電気通信サービス苦情・相談電話 

東北総合通信局は、平成 16 年 9 月から電気通信サービスに関する苦情・相談電話 

（０２２－２２１－０６３２）を設置し、消費者が固定電話、携帯電話の電話会社及びインター

ネット接続プロバイダが提供する電気通信サービスに関する契約時の説明、電気通信事

業者の苦情について、電話による相談対応を実施している。 

相談件数は、令和 2 年度の 432 件と比較して、令和 3 年度は 461 件と高い件数となっ

ている。平成 30 年、令和元年に改正行された電気通信事業法の消費者保護ルール導入

の効果が認められるものの、最近は、携帯電話の契約によるトラブルが半数を占めるとと

もに、光回線の乗り換えに伴う契約についても営業活動における相談内容の割合が依然

として多い状況である。 

 

(2) トラブル回避のための周知・啓発活動 

電気通信サービスに関するトラブルを未然に防止する 

ため、東北総合通信局ホームページに「電気通信サー  

ビス消費者情報コーナー」を開設し、一般消費者向けの 

情報提供を実施するとともに、「電気通信サービスＱ＆Ａ」 

パンフレットを作成し、東北管内の各県及び市町村の消費 

生活相談窓口等に配布している。 
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(3) 安心・安全な青少年インターネット利用環境の整備 

スマートフォン等が青少年にも急速に普及してきており、その利用におけるリスクにつ

いて認識や対応能力を向上させることが必要となっていることから、東北総合通信局は、

「東北青少年安心ネット利用環境づくり連絡会」を活用して関係機関(地方公共団体(教育

委員会等)、ＰＴＡ連合会、インターネット防犯連絡協議会、電気通信事業者等)と連携を図

りながら、青少年のインターネットリテラシー向上のための周知啓発活動等、インターネッ

ト利用環境の整備を推進している。 

令和 3 年度は、「春のあんしんネット・新学期一斉行動」の一環として、岩手県盛岡市、

山形県山形市大型ショッピングモール等で街頭キャンペーンを開催した。 

 

 

３ 電気通信サービスの安全利用の啓発 

 

(1) ｅネット安心講座等 

携帯電話やインターネット等を悪用した犯罪やトラブルに子どもたちが巻き込まれる事

件が社会問題となっている。このため、総務省では、平成 18 年度から文部科学省や電

気通信事業者 6 団体と協力し、子どもたちを見守る立場の保護者や教職員を対象（平成

23 年度からは児童・生徒も対象）に、携帯電話・インターネットの安心・安全な利用方法

についてのｅ－ネット安心講座（ｅ－ネットキャラバン）を実施している。 

令和 3 年度は、新型コロナウイルス感染の影響が続く中、東北管内で 198 講座が開

催された。 

また、平成 20 年度から、総務省・文部科学省後援の「情報通信における安心安全推

進協議会」が、情報通信の安心・安全な利用に係るルールやマナー、情報セキュリティ

等の重要性に対する理解の醸成を推進するために「情報通信の安心安全な利用のため

の標語」募集を実施。最優秀作には総務大臣から、優秀作には地方総合通信局長から

表彰を行っている。 

令和 3 年度は、宮城県名取高等学校が「ネットにね 消しゴムなんて ないんだよ。」で

東北総合通信局長表彰を受賞した。 

 

第４節 研究開発・スタートアップ支援等 
 

１ 戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）の推進 

戦略的情報通信研究開発推進事業(SCOPE)は、情報通信技術（ＩＣＴ）分野において新

規性に富む研究開発課題を大学・独立行政法人・企業・地方公共団体の研究機関などか

ら広く公募し、外部有識者による選考評価の上、研究を委託する競争的資金※で、平成 14

年度から実施している。 
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本事業では、未来社会における新たな価値創造、若手ＩＣＴ研究者の育成、中小企業の

斬新な技術の発掘、ＩＣＴの利活用による地域の活性化、国際標準獲得等を推進している。 
 

※ 競争的資金 

資源配分主体が広く研究開発課題を募り、提案された課題の中から、専門家を含む複数の者による

科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する

研究開発資金 

 
 

 
令和 3 年度は、以下のプログラムにおいて研究開発を実施した（ア、イ及びエは継続案

件のみ）。 
 

ア 社会展開指向型研究開発 
ＩｏＴ/BD/AI 時代に対応して、技術実証・社会展開を意識した、新たな価値の創造、

社会システムの変革並びに地域の活性化及び課題の解決に寄与するＩＣＴの研究開

発を推進している。 
 
イ ＩＣＴ基礎・育成型研究開発 

ＩＣＴ分野の研究者として次世代を担う若手人材を育成することや中小企業等の斬

新な技術を発掘するために、Feasibility Study（本格的な研究開発のための予備実験

や理論検討等の研究開発）として課題終了後の発展が見込める課題や、情報通信分

野の基礎的な技術の発展に寄与する課題の研究開発を推進している。 
 
ウ 電波有効利用促進型研究開発 

電波の有効利用をより一層推進する観点から、電波の有効利用に資する先進的か

つ独創的な研究開発(先進的電波有効利用型)や、電波を用いたＩｏＴシステムの構築

や社会展開の促進を目的とした、新たなワイヤレスビジネスの創出を意識した研究開

発(先進的電波有効利用型(社会展開促進))を推進している。 
令和 3年度の東北における採択案件は、東北大学 「電極の微細化によらない弾性

波デバイスの超高周波化」 (フェーズⅡ2 年目)の１件。 

戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）の概要 
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エ 電波 COE 研究開発プログラム 
電波利用によるイノベーション創出や社会課題解決を図るために必要不可欠なワイ

ヤレス分野の先端人材の育成・確保を行うため、共同型研究開発を実施するとともに、

外部解放型研究環境の構築及びメンターによる研究活動等の指導を一体的に行う課

題に対して研究開発を推進している。 
 
オ 国際標準獲得型研究開発 

研究成果の国際標準化や実用化を加速し、さらなるイノベーションの創出や我が国

の国際競争力の強化、国民生活や社会経済の安全性・信頼性の向上等に資すること

を目的とし、外国の研究機関と共同で研究開発を実施する日本の研究機関に対して

研究開発の委託を実施している。 
  
また、平成 26 年度からＳＣＯＰＥ特別枠として、『独創的な人向け特別枠「異能ｖａｔｉｏｎ」

（いのうべーしょん）プログラム』が設けられており、ＩＣＴ分野において破壊的な地球規模

の価値創造を生み出すために、大いなる可能性がある奇想天外で独創的な技術課題へ

の挑戦を官民一体となって支援している。 
   →令和 3 年度応募総数 22,264 件 
 

２ 地域発ＩＣＴスタートアップ支援 

総務省及びＮＩＣＴでは、地域発ＩＣＴスタートアップ創出による我が国経済・社会の活性

化を図るため、地域から世界へと大きく成長する ICT スタートアップの創出を目指している。 

その一環として、ＩＣＴスタートアップとして起業を志す熱意ある学生がビジネスプランを

競い合う「起業家甲子園」及び地域発の有望な ICT スタートアップがビジネスプランを紹

介し、資金調達・販路拡大などのビジネスマッチングを促進する「起業家万博」を、総務

省・NICT Entrepreneurs’ Challenge 2 Days として、東京で開催している。 

 

東北総合通信局では、この「起業家甲子園・起業家万博」の東北地区大会に位置付け

られた「SPARK!TOHOKU」を地方公共団体等とともに開催した。 

令和 3 年度は、12 月 19 日（日）仙台市青葉区の「スマートイノベーションラボ仙台」で開

催した。開催に当たり、東北総合通信局、ＮＩＣＴ（デプロイメント推進部門）、仙台市など 

5 市、東北大学、会津大学などで実行委員会を組

織し、民間企業の協賛等も募り実施した。 

ビジネスプラン発表者は甲子園部門（学生対

象）に 3 名、万博部門（若手起業家対象）に 6 名が

参加した。新型コロナウイルス感染防止の観点か

ら、発表者や審査員等の関係者は会場での Pitch

イベントに参加したが、観覧はオンライン方式とし

た。 
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「SPARK! TOHOKU 2020 Startup Pitch」受賞者一覧 

 部 門 受 賞 者 

NICT 賞 起業家甲子園部門 東北大学 未来型医療創造卓越大学院チーム 

「AILE ～離れていても繋がっている新たな家

族のカタチでめざすフレイル予防～」 

起業家万博部門 株式会社弘栄ドリームワークス 

「パイプ探査ロボット「配管くん(R)」を活用した、

設備業 DX 化の推進」 

東北総合通信局長賞 起業家甲子園部門 仙台高専高橋研究室チーム 

「仮想学校」 

起業家万博部門 株式会社 CARESPACE 

「ケアマネジャーと介護事業所をつなぐプラット

フォーム「CareSpace」」 

仙台市長賞 起業家甲子園部門 東北大学 未来型医療創造卓越大学院チーム 

起業家万博部門 榊 朝子 

「Bosai Baby」 

EO 賞 起業家甲子園部門 仙台高専 千葉研究室チーム 

「IoT 防犯ブザーを活用した子供の地域防犯シ

ステム」 

起業家万博部門 榊 朝子 

NTT ドコモ賞 

 

起業家甲子園部門 東北大学 未来型医療創造卓越大学院チーム 

起業家万博部門 榊 朝子 

KDDI 賞 起業家甲子園部門 東北大学 未来型医療創造卓越大学院チーム 

仙台高専 高橋研究室チーム 

仙台高専 千葉研究室チーム 

三菱 UFJ 銀行賞 起業家万博部門 株式会社弘栄ドリームワークス 

 

このうちＮＩＣＴ賞を受賞した 2 者が令和 3 年 3 月に総務省・NICT Entrepreneurs’ 

Challenge 2 Days として東京で開催された「起業家甲子園・起業家万博」に出場し、それ

ぞれ次の賞を受賞した。 

 

1. 起業家甲子園（学生対象） 

■アイ・オー・データ賞、クラウドワークス賞 

   東北大学 未来型医療創造卓越大学院チーム 
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【 審査員特別賞を受賞した株式会社弘栄ドリームワークスさん】

  

2. 起業家万博（若手起業家対象） 

■審査員特別賞 
株式会社弘栄ドリームワークス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 防災・減災への取組 
東日本大震災から11年が経過し、この間、岩手県、宮城県及び福島県の被災3県では

様々な復旧・復興の取組が行われてきており、福島県の原子力災害被災地域の対応を除

き復旧・復興対応は一段落であるが、この間にも、毎年の台風による豪雨、令和4年3月福

島県沖地震等により東北地域では甚大な被害を経験し、多発する自然災害に対する防

災・減災の取組は益々重要となっている。 

また、新型コロナウイルス感染症に対する対策を慎重に行いつつ、引き続き住民が豊か

で安心・安全に暮らすことのできる地域づくりを着実に進める必要がある。 

東北総合通信局では、これまでの災害から得られた教訓を風化させないため、各種防

災・減災対策を関係機関と連携し取り組んでいる。 

 

１ 防災・減災のための施策 

 

(1) 災害時における通信サービスの確保に関する電気通信事業者等との連携 

総務省では、最近頻発している災害への対応の振り返りを踏まえ、災害時における通

信サービスの確保に向けて、平時から体制を確認し、より適切な対応を行うことができる

よう総務省（本省）と電気通信事業者との間で「災害時における通信サービスの確保に関

する連絡会」を設置し、併せて地方連絡会を適宜開催することとしている。   

東北管内においては、令和元年 12 月に当局と電気通信事業者（6 事業者）を構成員と

して東北地方連絡会（第 1回）を開催し、令和元年台風第 19 号被害への当局及び電気通

信事業者の取組について情報共有を行った。また、令和 2 年 3 月には同連絡会部会を開

催し、本省連絡会における検討状況や令和元年台風第 15 号・19 号被害を踏まえた今後
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の取組について検討等を行った。 

令和 3 年度においては、「災害時の通信サービスの確保に関する地方連絡会」部会を

開催し、本省連絡会で整理された内容の共有と地域での具体化、地域的な課題について

の意見交換等を行った。 

 

(2) 陸上自衛隊との災害時等相互協力協定 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、通信・放送手段の確保に向けた迅

速かつ円滑な災害予防対策、災害応急対策及び災害派遣の行動に資すること等を目的

に、令和 3 年 6 月 30 日、陸上自衛隊東北方面隊と災害時等の相互協力に関する協定を

締結した。なお、令和 4 年 2 月に災害時の機材搬送について、通信事業者を交えた官民

共同訓練を計画したが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、中止した。 

 

(3) 東北地方非常通信協議会を通じた災害時における通信確保の取組 

東北地方における非常通信の円滑な運用を図ることを目的に昭和 26年に設立した「東

北地方非常通信協議会」は、国、地方公共団体、電気通信事業者、放送事業者などの防

災関係機関及び通信・放送関係機関 293 団体（令和 4 年 6 月末現在）で構成しており、毎

年、非常時における通信ルートの策定や訓練の実施、通信体制や設備の点検を行うとと

もに、非常通信に関する周知広報等を行っている。 

 

令和 4 年 2 月及び 3 月には、広域・大規模災害の発生で平常時に使用している通信手

段が使用できない状況を想定し、非常通信ルートの多重化を設定して被災害想定市町村

と県間における災害情報伝達訓練を実施している。 

また、非常通信や防災に関する周知啓発を目的に、東北総合通信局などとの共催によ

り「非常通信セミナー２０２１」をオンラインにより開催し、会員、全国の地方非常通信協議

会など、防災関係機関に幅広く周知広報を行っている。 

＜参考ＵＲＬ「非常通信セミナー２０２１」＞ 

https://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/hodo/20211207a1001.html 

 

(4) 耐災害ＩＣＴに関する取組 

東北総合通信局では、東日本大震災の教訓を活かして研究開発された災害に強い

ICT(耐災害 ICT)の全国展開を推進している。 

具体的には、防災・減災セミナーの開催や各県総合防災訓練への参加等を通じ、NICT

レジリエント研究センターや製品化メーカーと連携し、耐災害 ICT（※下記システム）を東北

地域や南海トラフ地震など今後震災による災害が想定される地域での実装を推進すると

共に、災害時の被害軽減・早急の復旧に貢献する。 

 

https://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/hodo/20211207a1001.html
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   ※代表的な耐災害 ICT システム 

○ DISAANA（耐災害 SNS 情報分析システム） 

○ D-SUMM（災害状況要約システム） 

○ Ｓ0CDA（LINE を利用した防災チャッドポット） 

○ NerveNet（メッシュ型可搬ネットワーク） 

○ ICT ユニット（可搬型 IP 通話システム） 

○ ポケトーク（多言語音声翻訳機） 

 

(5) 放送ネットワークの強靭化 

① ＦＭ補完中継局 
総務省では、ラジオにより平時の生活情報や災害発生時の被災情報、避難情報と

いった国民に必要な情報が適切に提供されるよう補完中継局に関する制度整備を行っ

ている。 
平成 26 年 4 月から中波（ＡＭ）放送局の放送区域において、災害対策又は難聴対策

（都市型難聴対策、外国波混信対策又は地理的・地形的難聴対策）のために超短波（Ｆ

Ｍ）放送用の周波数を用いて中波放送の補完的な放送を行う中継局である「ＦＭ補完

中継局」の開設を可能としている。 

令和 3 年 3 月末における東北管内の「ＦＭ補完中継局」の開局状況は、主たる補完

中継局 6 局、その他の補完中継局 21 局である。  
 
【補完中継局について】 

ＡＭラジオ放送の「親局」を補完する「（親局の主たる）補完中継局」と「中継局」

を補完する「その他の補完中継局」に分けられ、基幹放送事業者の放送（民放ＡＭ

ラジオ放送）の親局に対応する「補完中継局」については放送対象地域ごとに１つ

の周波数が確保され（「基幹放送用周波数使用計画」において公示）、中継局に対応

する「その他の補完中継局」については目的ごとに使用周波数帯域が割り当てられ

ている。 

 

② 補助事業 

ア 地上基幹放送ネットワーク整備事業 

放送網の遮断の回避等といった防災上の観点から、次に掲げる設備等の整備費

用の一部を補助するものである。 

(ｱ) 放送局の予備送信設備 

(ｲ) 災害対策補完送信所 

(ｳ) 緊急地震速報設備等 
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a 事業主体：地方公共団体、第３セクター、地上基幹放送事業者等 

b 補助率：地方公共団体 １／２ 

第 3 セクター、地上基幹放送事業者等 １／３ 

 

     なお、令和 3 年度は、東北管内での該当事業はなかった。 

 

イ 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業 

ケーブルテレビ幹線の 2 ルート化等の整備費用の一部を補助するものである。 

 

地上基幹放送ネットワーク整備事業のイメージ図 

地域ケーブルネットワーク整備事業のイメージ図 
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ウ 「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業 

災害時において、放送により確実かつ安定的な情報伝達が確保されるよう、条件 

不利地域等に該当する地域におけるケーブルテレビネットワークの光化に要する整

備費用の一部を補助する。 

   

 

エ 民放ラジオ難聴解消支援事業 

国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の提

供を確保するためには、必要最小の空中線電力の中継局整備によりラジオの難聴を

解消し、電波の適正な利用を確保することが必要である。 

このため、難聴解消のための中継局整備を行うラジオ放送事業者等に対し、その

整備費用の一部を補助するものである。 

令和 3 年度は 3 件の事業（福島県葛尾村、青森県つがる市及び（株）アイビーシー

岩手放送）に補助金交付を決定した。 

 

「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業のイメージ図 
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(ｱ) 事業主体：民間ラジオ放送事業者、地方公共団体等 

(ｲ) 補助対象：難聴対策としての中継局整備 

(ｳ) 補助率：地理的・地形的難聴、外国波混信 ２／３ 

                都市型難聴 １／２ 

 

オ 地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業 

大規模な自然災害時において、放送局等が被災し、放送の継続が不可能となった

場合、被災情報や避難情報等重要な情報の提供に支障を及ぼすとともに、周波数の

利用効率の低下をもたらすおそれがある。 

このため、地上基幹放送等の放送局等における停電対策や予備設備の整備に係

る経費の一部を補助するものである。 

なお、令和 3 年度は、東北管内での該当事業はなかった。 

 

 

(ｱ) 事業主体：地上基幹放送事業者等、自治体等 

(ｲ) 補助率：自治体等 １／２、地上基幹放送事業者等 １／３ 

民放ラジオ難聴解消事業のイメージ図 

地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業のイメージ図 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第二章〉 

第二章 東北地域におけるＩＣＴ政策の動向  80 
 

 

 (6) Ｌアラートの普及推進 

Ｌ（Local）アラートとは、地方公共団体等が発出した避難指示や避難勧告といった災害

関連情報をはじめとする公共情報を、放送事業者や携帯電話事業者等多様なメディアに

対して一斉に送信することで、災害関連情報の迅速かつ効率的な住民への伝達を可能と

する共通基盤である。 

Ｌアラートの利用者は主に、地方公共団体や災害等公共情報を発信する官公庁、団体、

公共サービスを提供する民間事業者などＬアラートに対して災害関連情報やライフライン

関連情報等を発信する者（情報発信者）と、放送事業者や携帯電話事業者、新聞社、イン

ターネット上のポータルサイトを運営する事業者など、Ｌアラートからそれらの情報を受信

し、住民に伝達する者（情報伝達者）であり、全国の情報発信者が発信した情報を、地域

を越えて全国の情報伝達者に一斉に配信できるので、地域住民等はテレビ、ラジオ、携

帯電話、ポータルサイト等の様々なメディアを通じて即時に情報を入手することが可能に

なる。 

総務省では、災害時における、より迅速かつ効率的な情報伝達実現のため、Ｌアラート

の一層の普及・活用を推進している。 

なお、Ｌアラートは、平成 31 年 4 月から福岡県が運用を開始したことにより、全ての都

道府県での運用が実現し、災害情報インフラとして一定の役割を担っている。（※ 東北

管内では、平成 28 年 4 月から岩手県及び山形県が運用を開始し、全 6 県で運用されて

いる。 
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(7) 各種防災訓練の参加等 

東北総合通信局では、広域防災訓練及び各県総合防災訓練等へ積極的に参加し、各

県危機管理部署、電気通信事業者及び防災関係機関等と「顔の見える関係」を構築する

ことで連携強化を図り、災害発生時の迅速な対応に資している。 

各種防災訓練では、①移動通信機器、臨時災害放送局用機器、移動電源車等の無償

貸与の周知（機器類の展示）、②総務省の防災・減災施策及び最新の耐災害 ICT を用い

たシステムの説明、③リエゾン派遣も想定した地方公共団体、防災関係機関、他省庁、電

気通信事業者等との連携強化、④移動通信機器等の輸送訓練（実働訓練）、⑤災害発生

時の通信手段の確保、地方公共団体からのニーズへの対応、電気通信事業者との連携

等の訓練（図上訓練）を行う。 

令和 3 年度も新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各種防災訓練は中止や縮

小となった。（①「みやぎ県民防災の日」総合防災訓練（図上訓練）、②岩手県総合防災訓

練（中止）、③宮城県原子力防災訓練（規模縮小）、④緊急消防援助隊北海道東北ブロッ

ク合同訓練（中止）等） 

なお、令和 3 年度は、11 月 6 日、7 日に岩手県釜石市において開催された「防災推進

国民大会（ぼうさいこくたい）2021」に、移動通信機器、臨時災害放送局用機器等の屋外

展示を実施した。 

また、12 月 3 日に宮城県亘理町において開催された NTT 東日本宮城事業部と亘理町

との合同防災訓練に当局も参加した（このほか、NTT グループ以外の携帯電話事業者、

宮城県も参加。）。 

 宮城県原子力防災訓練の様子 「ぼうさいこくたい 2021」の様子 

NTT 東日本宮城事業部
と亘理町との合同防災
訓練の様子 
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２ 東北総合通信局における災害対策支援メニュー 

東北総合通信局では、災害が発生した場合又は発生する恐れがある場合において、

地方公共団体における通信手段の確保を支援するため、以下のメニューを用意している。 

 
(1) 災害対策用移動通信機器の無償貸与 

災害発生時には、被災情報の収集伝達、応急復旧活動等に際して、移動通信機器が

不可欠となる。このため、被災した地方公共団体等に対し、衛星携帯電話、ＭＣＡ端末、

デジタル簡易無線機等を無償貸与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 衛星携帯電話 

通信用人工衛星を直接経由して音声通話やデータ通信を行う携帯電話。通信経路に衛

星を使うことから地震や津波などによる地上の災害の影響を受けにくい。上空からの電波を

捉えられる場所であれば、通信インフラが整備されていない山間部などであっても他の携帯

電話や固定電話との通信が可能。災害現場での非常通信手段として広く利用されている。 

■ MCA 端末（Multi Channel Access） 

複数の無線チャネルを多数の利用者が共用し、接続要求に応じて空チャンネルに切り替

えて通信を行うことができる端末。通信可能範囲は中継局を中心に半径20～40ｋｍ程度。 

■ デジタル簡易無線機 

一斉、グループ又は個別に呼び出しを行う事が可能で、端末同士で直接通信を行うこと

ができる無線機。通信可能距離は地形等により異なるが、1～5ｋｍ程度。 

 

 

※可搬型蓄電池は、無線機とのセットで貸出し 

【仕様】 

・外形 W320×H514×D685(mm) 

・重さ 52Kg  ・蓄電池容量 2.5kWh 

・出力 AC100V コンセント 2 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第二章〉 

第二章 東北地域におけるＩＣＴ政策の動向  83 
 

 

(2) 災害対策用移動電源車・ガソリン/LPG 発電機の無償貸与 

平成23年に発生した東日本大震災では、商用電源の枯渇により通信ができない状況

が発生した。このため、東北総合通信局では、非常時における電気通信設備の電源を確

保すべく、移動電源車及び可搬型発電機を配備し、地方公共団体及び電気通信事業者

等へ貸与する体制を整備している。 

 

【移動電源車の諸元】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【可搬型発電機（ガソリン）の諸元】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※貸与条件等：地方公共団体には無償で貸与（民間事業者には、適切な対価によって貸与） 

※貸与後の燃料は、使用者が手配する必要あり。 

 

(3) 臨時災害放送局用機器の無償貸与 

災害発生時等においては、地域住民は、災害の状況だけでなく、生活再建のための行

政の支援策など様々な情報が必要となる。 

定格出力 AC 単相 100V  5.5kVA 

周 波 数 50Hz/60Hz （切替式） 

稼働時間 36 時間程度(1/2 負荷時) 

使用燃料 ガソリン 65L（車両タンクより供給） 

 

 

備 考 

小規模の電気通信設備、放送用

送信設備などに使用可。 

 ※電源取り出し口は、一般的な 

家庭用コンセントタイプ 

 ※圧着端子コネクタも用意 

定格出力 AC 単相 100V  2.8kVA 

周 波 数 50Hz/60Hz （切替式） 

稼働時間 23 時間程度(定格負荷時) 

使用燃料 ガソリン（外付タンク（19.5LX2）より

供給） 

 

 

備 考 

ガソリン発電機とは別に、同程度

の性能を持つ LPG 発電機も配

備。それぞれ 2 台あり、並列運転

（容量増）も可能。電源取り出し

口は一般的な家庭用コンセントタ

イプ。 
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東北総合通信局では、地方公共団体等がラジオ放送を通じて、被災者向けの情報を伝

達できるよう、臨時災害放送局用機器を無償で貸与している。 

なお、臨時災害放送局用機器の使用には、電波法に基づく無線局（放送局）の免許が

必要であり、免許を受けるためには、第一級総合無線通信士又は第二級陸上無線技術

士以上の資格を有する無線従事者の選任が必要である。 

 

【災害対策放送局用機器の諸元】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 非常災害時における迅速な無線局の免許・変更手続 

災害発生時には、住民の安全確保や救援活動のための無線通信手段を速やかに確

保することが極めて重要である。このため、東北総合通信局では、非常災害時における

重要通信の確保を図るため、無線局の開設、周波数の指定変更、無線設備の設置場所

変更等を行う必要がある場合において、緊急やむを得ないと認められるものについては、

電話等迅速な方法による申請及び許可を行う特例措置（いわゆる「臨機の措置」）を行っ

ている。 

なお、当該措置による免許や変更の許可を受けた場合は、後日所定の手続による申

請等を行わなければならない。 

 

 

 

送信部諸元（ＦＭ送信機） 

外形/重量 幅 504mmX高 302mmX奥行 655mm 29.5kg 

送信可能周波数 76.1 ～ 94.9MHz 

送信出力 10～100W 

電波型式 F3E 及び F8E（モノラル及びステレオ） 

消費電力 300W 

アンテナ及び 

付属品 

ダイポールアンテナ(H/V 偏波設置可能)、

伸縮マスト (1.3m～4.7m)、同軸ケーブル

20m、ダミー抵抗（自然空冷式） 

音声調整装置諸元 

外形/重量 幅 504mmX 高 302mmX 奥行 X654mm 

27.5kg 

音声ミキサ CD プレーヤー、USB ポート、5ch ミキシン

グ入力(XLR 端子) 

付属装置 マイクロフォン（スタンド付き）、ヘッドフォ

ン、電源ケーブル（ドラム 30m）等 
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【非常災害時における迅速な無線局の免許・変更等手続のイメージ】 

＜申請者からの電話など迅速な方法で手続が可能＞ 

 

第６節 東日本大震災からの復興・創生の支援の推進 
 
１ 東日本大震災に対する復興支援事業の概要 

東北総合通信局では、東日本大震災で被災を受けた地方公共団体に対して、以下の

復興支援事業を行っている。 
なお、令和 3 年度からは、「「第 2 期復興・創生期間」以降における東日本大震災から

の復興の基本方針（令和 3 年 3 月 9 日、閣議決定）」を受け、福島県原子力被災 12 市町

村が対象になった。 
 

(1) 被災地情報化推進事業（同事業のうち、復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業） 

① 概要 

東日本大震災からの復興に向けた新たなまちづくりに合わせて、超高速ブロードバ

ンド、放送の受信環境及び公共施設等向け通信基盤・システムの整備等のＩＣＴ基盤整

備の支援を実施している。 
復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業は、次の 4 つのメニューがある。 
ア 共聴施設等整備事業：地上デジタル放送の難視地域に共聴施設を整備する事業 
 
・事業主体（※）：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：①設備費として、鉄塔、局舎、外構施設、受電設備、送受信アンテナ、送

受信機、伝送用専用線、ケーブル、中継増幅装置、電源設備、警報装置、監視装置、

制御装置、測定器など。 ②用地取得費・道路費として、①の施設・設備を設置する

ために必要な用地及び道路の整備に要する経費など。 

 

東北総合通信局② 電話等による免許の付与等
（後日、正式な免許・変更等の
書面手続きが必要）

① 電話等による申請

非常災害時において、
無線局の開設や変更を
必要とする方



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２２ 〈第二章〉 

第二章 東北地域におけるＩＣＴ政策の動向  86 
 

 

※ 本事業を法人、協議会等又は共聴施設運営主体が行う場合は、特定地方公共

団体等が間接補助事業者として助成する事業として実施することができる。 
 
イ 地上ラジオ放送受信環境整備事業：地上ラジオの難聴地域にラジオ中継局を整

備する事業 
    
・事業主体（※）：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：設備費として、鉄塔、局舎、外構施設、受電設備、送受信アンテナ、送受

信機、符号化設備、伝送路設備専用線、電源設備、警報装置、監視装置、制御装

置、測定器、及び前項に掲げる施設・設備を設置するために必要な用地及び道路

の整備に要する経費など。 
※ 本事業を法人、協議会等が行う場合は、特定地方公共団体等が間接補助事業

者として助成する事業として実施することができる。 
 
ウ ブロードバンド基盤整備事業：光ファイバ網等の超高速ブロードバンド基盤整備

をする事業。 
    
・事業主体：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：設備費として、送受信装置、伝送路設備、無線アクセス装置、構内伝送

路、電源設備、鉄塔、センター・局舎施設、外構施設、ヘッドエンド装置、管理測定

装置、及び前項に掲げる施設・設備を設置するために必要な用地及び道路の整備

に要する経費など。 
 
エ 公共施設等情報通信環境整備事業：被災地域の復興と被災者の暮らしの再生を

実現するために必要な情報通信環境を整備する事業 
 
・事業主体：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：①設備費として、伝送路設備、情報通信端末、無線アクセス装置、送受信ア

ンテナ、送受信機、構内伝送路、電源設備、鉄塔、センター・局舎施設、外構施設、ヘッ

ドエンド装置、監視・観測装置、管理測定装置、及び前項に掲げる施設・設備を設置す

るために必要な用地及び道路の整備に要する経費など。②企画・開発費として、プログ

ラム開発に係る役務費（設計を含む）、電子計算機使用料、ソフトウェア購入費、システ

ムの要件定義・要求仕様書の作成等のシステム整備に伴い必要な事務費など。 
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＜被災地域情報化推進事業（復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業）イメージ図＞ 

         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 令和 3 年度における実績   

令和 3 年度においては、要望がなかったことから実績は無し。 

次の事例は、平成 2年度に実施した福島県いわき市に対し、防災集団移転等の新た

に整備することになった居住地区が地上デジタルテレビ放送難視地域であったことから

地上デジタルテレビ放送の受信環境を整備するため、1(1)①アの共聴施設等整備事業

の支援を行った事業である。 
＜効果＞本事業の支援により、生活再建に不可欠であり住民にとって最も身近なメ

ディアである地上デジタルテレビ放送の視聴環境が確保された。 
    

【事例】 福島県いわき市の共聴施設等整備事業の概要 

  ・対象地方公共団体：福島県 いわき市（豊間南協議会） 

  ・事業実施年度：平成 29 年度、令和元年度及び令和 2 年度 

  ・事業概要 

新たに整備した居住地区の豊間合磯地区は、地上デジタルテレビ放送が難視

聴の地区のため、本事業を活用し難視聴解消を図るため、地上デジタル放送の

伝送路（幹線）と各戸への引込み線の整備で、複数年度で実施。 

本事業の支援により、当該地区に移転する全ての世帯において、地上デジタ

ルテレビ放送の視聴環境が確保される。        
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     ■ 事業総額等（実績合算） 

       事業額 12.6 百万円  補助額 4.1 百万円  整備世帯数 31 世帯 

 

＜いわき市の共聴施設等整備事業の整備イメージ図＞ 

 
【参考】 県別交付決定数（平成 23 年度～令和 3 年度） 

青森県 岩手県 宮城県 福島県 合計 

4 件 
（4 市町） 

110 件 
（１県 16 市町村） 

122 件 
（1 県 34 市町村） 

72 件 
（1 県 22 市町村） 

308 件 
（３県 76 市町村） 

 

(2) 情報通信基盤災害復旧事業 

① 概要 
東日本大震災により被災した地域の超高速ブロードバンドサービス施設、ケーブル

テレビ等の有線放送施設及び公共施設間を結ぶ地域公共ネットワーク施設等のＩＣＴ基

盤の復旧支援を実施している。 
 
・事業主体：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率（※）：新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業で整備した事業の場合は、 

１／３ 
上記以外の情報通信基盤施設整備事業の場合は、２／３ 

・補助対象：アンテナ施設、ヘッドエンド設備、スタジオ施設、鉄塔、光電変換装置、

無線アクセス装置、衛星地球局等の施設及びこれに付帯する施設（伝送路、電源

設備、センター施設） 
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＜情報通信基盤災害復旧事業概要のイメージ図＞ 

 

 

② 令和 3 年度における実績 

令和 3 年度においては、要望がなかったことから実績は無し。 
次の事例は、平成 2 年度に実施した岩手県大槌町に対し本事業の支援を行うため、

補助金の交付決定を行った。 
      

＜効果＞各地区とも前年度同様に、光ファイバ等の復旧により、ブロードバンド環境

が震災前と同様に良好に戻る見込みである。 
 

【事例】 岩手県大槌町の情報通信基盤（光ファイバ網）整備の復旧事業の概要 

   ・事業実施年度 平成 24 年度から令和 2 年度までの 9 年度 

   ・事業概要  

東日本大震災により被災した情報通信基盤（主に光ファイバ網）の復旧により、 

被災した地区のブロードバンドサービス等の提供を再開するものであり、土地区画

等の復旧整備に併せ複数年度で実施してきた。 

令和 2 年度においても、これまでと同様に土地区画等の復旧整備が整った 28 世

帯分の整備を実施するものである。 

本事業により移転準備が整った世帯においては、全ての世帯においてブロードバ

ンドサービス等の提供が受けられる環境となる見込みである。 
 

■ 平成 24 年度～令和 2 年度の事業額等（実績合算） 

     事業額 422.6 百万円  補助額 281.7 百万円  整備世帯数 約 690 世帯 
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【参考】県別交付決定数（平成 23 年度～令和 3 年度） 

 
(3) 原子力災害被災地域に帰還される方に対する地上デジタル放送受信に関する支援事

業 

① 概要 
平成 27年度から、原発事故の規制区域に指定された場所に帰還される方に対して、

地上デジタル放送を視聴するための受信環境を整えるため、主に次の支援事業を行っ

ている。 
 

ア 新たな難視対策事業費補助事業 
(ｱ) 高性能アンテナ対策事業 

      難視世帯に高性能アンテナを設置 
し、地上デジタルテレビ放送を受信可 
能とする経費を助成する。 

                                 

(ｲ) 共聴施設対策事業及びケーブル 
テレビ等移行対策事業 

     共聴施設を整備し、又はケーブル 
テレビ等への加入により、地上デジ 
タルテレビ放送を受信可能とする経 
費を助成する。  

 
イ 暫定的難視聴対策事業費補助事業 

高性能アンテナや共聴施設整備等が行われるまでの間、ワンセグチューナー等の

受信機器の貸与により、テレビジョン放送の視聴を可能とする。 
 
ウ 受信機器購入等対策事業費補助事業 

地上デジタルテレビ放送を受信するための機器等が整備されていない世帯に、受

信に必要なチューナーの給付やアンテナ等の受信設備の改修に係る経費を助成す

る。 
 

これらの事業を円滑に実施するため、避難先から自宅に帰還される方々からの相談

対応、受信アンテナ設置場所の受信状況の調査・分析、戸別訪問による補助事業の説

明や地域住民向けの説明会を開催するなどして、原子力災害被災地域における地上

青森県 岩手県 宮城県 福島県 合計 

０件（０） 23 件（７市町村） 25 件（４市町） 13 件（6 市町） 61 件（17 市町村） 

高性能アンテナ対策事業

 

共聴施設対策事業 
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デジタルテレビ放送の受信環境の整備を進めている。 

 
 

 
なお、これらの事業は、総務省福島原発避難区域テレビ受信者支援センター（通称 

「デジサポ福島」）が行っている。 
 

② 実績 
平成 27 年度以降、地上テジタルテレビ放送受信の視聴困難世帯に対し、高性能ア

ンテナ対策事業 199世帯、共聴施設対策事業及びケーブルテレビ等移行対策事業 257

世帯の対策を実施し、地元福島県の地上波テレビ放送を視聴することが可能となった。

また、これらの対策工事が行われるまでの間、45 世帯に対し、暫定的難視聴対策事業

費補助事業を実施した。 

さらに、避難区域に帰還したが、受信機器を持っていない等の理由により地上テジタ

ルテレビ放送を受信できなかった 923 世帯（一部上記視聴困難世帯と重複）に受信機

器購入等対策事業費補助事業を実施し、地上テジタルテレビ放送の受信が可能となっ

た。 

 

２ 関係機関との連携による情報通信基盤の円滑な整備の促進 

東北総合通信局では、地方公共団体、国の機関及び通信・放送事業者で構成する「東

日本大震災ＩＣＴ復興促進連絡会議」を平成 24 年から開催（令和 3 年度は、令和 4 年 2 月

に書面会議で開催）し、復興まちづくり計画を共有するとともに、防災集団移転促進事業

等により整備された居住地区の通信・放送基盤の整備に向けた調整を行ってきた。 

また、福島県については、原子力災害から復興を加速化する観点から「東日本大震災Ｉ

ＣＴ復興促進連絡会議」のもとに「福島ワーキンググループ（※）」を、平成 27 年度から開

催し、新たな復興まちづくりや帰還する住民のための ICT 利用環境整備に向けた調整を

行ってきたところである。（令和 3 年度以降については、東日本大震災ＩＣＴ復興促進連絡

会議に統合。） 

今後は、福島の原子力災害被災地域（福島 12 市町村）を中心に、特に特定復興再生

拠点地域への帰還につながるＩＣＴ利用環境の整備に向けて、本会議等を通じて、関係者

と課題を共有し、検討を行っていく予定である。 
 

 受信状況等の調査 戸別訪問による説明 地域住民説明会の開催 
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※福島ワーキンググループの構成員（事務局：東北総合通信局） 
【地方公共団体】  福島県 
【電気通信事業者】 NTT 東日本、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク、 

東北インテリジェント通信 
【放送事業者】   福島県の地上デジタル放送推進連絡会 
【国の機関等】   東北総合通信局、福島復興局、福島地方環境事務所 
＜オブザーバー＞ 
【地方公共団体】  宮城県、岩手県 
【放送事業者】   岩手県・宮城県の地上デジタル放送推進連絡会 
【国の機関等】   岩手復興局、宮城復興局 
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